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○西野部会長 時間になりましたので第 18回の合同部会を開催させていただきます。
議事の都合上、進行は私が務めさせていただきます。山内部会長はご欠席ですが、本

日の件についてはご了承をいただいております。また、新たに任命された専門委員と

して、前回ご欠席でご紹介できませんでした明治学院大学の三井先生が本日出席され

ております。 
○三井専門委員 明治学院大学の三井です。どうぞよろしくお願いします。 
○西野部会長 ありがとうございました。 
 それでは、早速議題に入りたいと思います。本日は今後の検討テーマ等の抽出のた

めの第２回目のヒアリングとして、実際にＰＦＩ事業に携わってきておられます伊藤

忠商事、それから前田建設工業の担当者の方にお越しいただいております。どうもあ

りがとうございます。 
 説明につきましては伊藤忠商事、前田建設工業の順にそれぞれ 30分程度続けて行
っていただき、その後一括して議論を行うということにしたいと思います。時間は一

応４時を予定しておりますので、順調にいけば１時間半以上議論の時間があるかと思

っております。 
 それでは、最初に伊藤忠商事建設部ＰＦＩ事業推進室の深城室長、赤松プロジェク

トリーダーから、神奈川県近代美術館新館等特定事業についてご報告をお願いいたし

ます。よろしくお願いいたします。 
○伊藤忠商事 伊藤忠商事の深城と申します。それでは、神奈川県立近代美術館新館

にかかわります特定事業のご説明に入ります。お手元の資料１に私どものレジュメが

ございます。これに沿ってご説明をいたします。 
 資料の説明に入ります前に、皆様はこの事業の内容、概要につきましてはご認識あ

られるかとは思いますが、事業のポイントのみおさらいでご報告申し上げます。 
 本件は 30年間のＢＯＴという形になっています。30年後の譲渡につきましては無
償譲渡というのが１点です。 
 ２点目に、類型でいいますとサービス購入型の事業になっております。その中で、

この美術館に附帯しますレストラン、ショップ及び駐車場、この運営については民間

事業者の独立採算ということにはなっておりますが、事業の大枠はサービス購入型の

類型になります。 
 ３点目といたしましては、総合評価の一般競争入札、これに基づいて民間事業者の

選定がなされたと、以上３点であります。 
 それでは、本日はこの事業におきましての我々民間サイドから見た課題といったこ

とについてレジュメに沿ってご報告いたします。 
 レジュメの２ページ目になります。説明の流れといたしましては、入札要項が公表

されてから入札までの期間及び事業者選定から現在に至るまで、大きく２つのフェー

ズに分けてご説明申し上げます。 
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 それでは最初に、入札までの過程ですけれども、これは提案するに当たって我々な

りに苦労をした、もしくは一部悩んだといった点についてのご報告であります。 
 １番目に資金調達についてのことであります。本件は、期間が 30年という非常に
長期に及ぶ事業であります。現下で考えますと、事業期間途上でのリファイナンス

等々については、民間側としてとるリスクとしては大きいという認識を当社は持って

おりまして、事業期間の 30年に見合った長期のプロジェクトファイナンスを引きた
いというように考えておりましたが、現況の金融機関さんの考えでいきますと、やは

り 20年を超える期間のファイナンスについては非常にハードルが高いと考えられま
す。まだ私どものローン契約は最終段階で、まだ契約には至っておりませんが、20
年を超える長期でプロジェクトファイナンスの交渉が整っておりますけれども、やは

り 20年を超えるローンを引っ張ることについては多大な苦労が要るなというのが実
感であります。 
 ２点目に、政策投資銀行の低利融資に関する点であります。今回我々は政策投資銀

行さんにもお願いして今最終の段階を迎えているという状況ではあるんですが、政策

投資銀行さんはやはり公的なお立場ということで、事業者が決まってから具体的な交

渉に入りましょうというスタンスをとらざるを得ないというように考えます。したが

って、私どもが提案の段階で政策投資銀行さんと具体的な協議をしたわけではござい

ません。ある意味でいいますと、かなりこういう条件で低利の融資を受けられるので

はなかろうかといった状況下で提案をした次第であります。 
 ただし、やはり落札以降、政策投資銀行さんといろいろな協議を進めて今日に至っ

ているわけですけれども、我々の予想を越えた厳しさがございました。そういった意

味では、ここに記載してありますとおり、具体的な協議ができない状況の中で低利の

融資を見込んだ提案を申し上げるというのは非常にリスクが大きいなというように

考えております。 
 そういった中で、本件に限らず時折見受けられますのは、入札説明の過程で政策投

資銀行さんの関心表明がこのプロジェクトにおいて提出がなされておりますという

記述がやや見受けられますけれども、これは私どもにしてみると、その辺の表現をす

るにしてもその内容を正確に伝えていただきたいなと。定量評価の中で金利コストを

極力軽減した形で、低く抑えた形で提案したいという形になりますと、どうしても低

利のものを前提とした形にしてしまいがちなので、その辺については表現を気づかっ

ていただきたいなというように考えます。 
 ２点目、大規模修理計画ですけれども、ご存じのとおり、神奈川県さんからいただ

くサービス対価、これについてはこの大規模修繕に関しましても平準化していただく

ことになります。おのずと私どものＳＰＣとしましては、大規模修繕がこれは平準化

して発生する話ではございませんので、その資金を税後の修繕積立という形で対応を

しております。いわゆる利益認識をした上で積立金に対して課税された上で税後の資
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金をＳＰＣ内で留保するという形をとっております。 
 こういった形で対応していくわけですけれども、もともとこの物価リスクにつきま

しては一定の指標を用いてそれに連動させる。したがい神奈川県のリスク分担という

ことにはなっておるんですけれども、厳密に言いますと、毎年毎年の税後積立をして

いる一方、実際に修繕行為をなすのは何年後かになりますので、その時点において大

きな物価上昇等がありますと、これは計算上積み立てたものでは賄い切れない事態も

起こり得るということで、そういったリスクが民間サイドに内在した形で事業遂行を

なすという形になっております。できればこうした急激な物価変動時については、そ

の対応、負担について協議できる等の余地を残していただきたいというように考えま

す。 
 ページをめくっていただきまして３点目であります。独立採算運営業務ですが、冒

頭申し上げましたとおり、この部分は民間の独立採算という形になっております。 
今回の新館の建設地が神奈川県の葉山町、非常に風光明媚なところではあるんですが、 
最寄りの逗子駅からバス便ということで非常に美術館への来館者というのは読みづ

らい場所にあります。なおかつ本件は企画展が中心ということで、その企画展の内容

いかんによっても入館者が大きく上下するだろうと、しいては附帯するこういったレ

ストラン、ショップの売り上げも影響を受けるというように考えております。 
 私どもといたしましては、民間のノウハウということで効率的な運営を極力図るべ

く何点かの提案をしておりますけれども、しかしその採算というものは美術館の利用

者に大きく依るということでございます。これはそういう事業の中身ということを十

分承知の上、私どもも提案しておりますので、この辺が増減あっても 30年間やり切
るという所存ではおりますが、例えば県の方で一定の収入保証をしていただいた上で

その収入の増減に応じてインセンティブが働くような仕組みをとっていただくと、民

間サイドとしてはさらに取り組みやすい形になろうかなというようには思います。 
 ４ページ目に契約保証金がございます。今回県から設定されました契約保証金につ

きましては、落札金額、いわゆる 30年間にわたる全体の金額の 100分の 10に相当
する金額を契約保証金として積んでくださいと、こういう話がございました。もしく

は、保証金の納付免除にかえてＳＰＣの代表企業及び株主企業の 30年にわたる契約
履行保証の差し入れといったものがございました。 
  これにつきましては、いわゆる 30年間のトータル金額の 10％というのは金額的に
も非常に過大であるといったことですとか、30年にわたる契約保証というのはやは
り県からしてみると民間企業のモチベーションを維持させるということでは重要な

のかもしれませんけれども、民間企業にとっては非常に負担感が大きいと、しいては

参加意欲にも影響、弊害が出てくるのかなというように考えます。 
 一方、こうした中で美術館の事業においては建設工事期間中におけるいわゆる初期

投資の 100分の 10を保証金額とした履行保証保険の付保も可という措置をとって
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いただきまして、そういった意味では私どもとしては非常に参加しやすいといったこ

とがございました。契約保証金につきましては、美術館におきましてはこの②の措置

が講じられましたけれども、その前の衛生研究所の案件につきましてはこれがありま

せんでした。そういった意味では、県としても我々民間の声を大いに反映いただいた

というようには考えておりますけれども、こうしたことは要検討ではなかろうかとい

うように思います。 
 次に、落札から現在においてまででございます。５ページ目になりますが、資金調

達につきまして、１つ非常に私ども苦慮しました点で、基準金利の決定日の設定の問

題がございます。これはどういうことかといいますと、この下にスケジュールを書い

ておりますけれども、私どもが選定いただいたのは本年４月上旬でございます。実際

には４月下旬に基本協定を締結いたしまして、ＳＰＣの設立が５月上旬、その間事業

権契約の内容を協議いたしまして、仮契約というのが５月の下旬にございました。こ

の間約１カ月半ほどが契約内容の交渉協議という期間でございました。５月中旬ぐら

いから無利子融資の活用についての検討を県と始めました。この期間が約２カ月あっ

たわけですが、７月上旬に仮契約の後議会にかけていただきまして、議会承認を経て

本契約ということで、この間無利子融資の検討もしたわけです。 
 本件につきましては、開業がなされ、30年間にわたってサービスの対価を受ける
わけですが、この施設整備にかかわる対価についてのいわゆる金利条件につきまして

は、基準金利プラス民間の提案したスプレッドということになりますが、開業して初

年度から 10年目の基準金利が本契約締結日に決まるという立てつけになっておりま
した。したがい、この７月の本契約が締結された時点で２年後の金利が決まってしま

うという状況でありました。 
  私どもとしましては、この２年間の金利変動リスクを金利スワップ等によって固
定したいという考えを持っておったのですが、ご存じのとおり金利スワップを締結す

るためにはローン契約の合意がないとなかなかスワップの契約締結までこぎ着けら

れないということであります。いわゆるこの４月に落札をして、５、６、７と約３カ

月の間で無利子融資の検討を行い、契約内容の諸条件、県との契約内容も含めて合意

した条件、これをベースに銀行さんの方で融資の可否を決定し、スワップ契約にたど

り着かないといけないと、こういうことになるわけですが、そういった意味では無利

子融資の検討、契約内容の合意等々におきまして、落札から基準金利の決定までが非

常に短いかなと感じました。基準金利の決定はもう少し期間の余裕を持って決定いた

だいてもよろしいのかなというように思います。例えば、ここで言う７月の本契約締

結から６カ月後ですとか、もしくは完成引き渡し等という措置を講じていただいた方

がよろしいのかと思います。 
 一部無利子融資、現行でいきますとふるさと融資ということで私どもは県の方とか

なりの協議をさせていただきましたので、次ページの６ページ目でそのふるさと融資
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についてももう少し掘り下げたご説明をしたいと思います。 
 ふるさと融資につきましては、貸付期間は現行におきましては 15年ということに
なります。私どもは冒頭申し上げましたが、長いローン期間の資金を前提として事業

提案をしております。一方、提案後に無利子資金、ふるさと融資の活用についての協

議を行ったわけですが、県からいただくこの部分のサービス対価の支払いについては、

30年間基本的には平準化して払いますということですので、キャッシュフロー上は
銀行への返済についても平準化して払いたいといった中で、提案の段階は非常に長い

期間、30年に近い期間の提案を行っておりました。そのキャッシュフローをベース
に、途中からふるさと融資が入ってきますと、市中金融の返済スケジュールが大幅に

変わります。ふるさとが 15年という中で組みますので、この図にあるように、冒頭
の返済をふるさと融資に充てる部分が非常に多くなります。市中金融機関のプロファ

イへの返済を後年度に返済していくという形になりますと、提案時と銀行サイドのリ

スクのとりようが変わってくるということで、なかなか予定したとおりのキャッシュ

フローが組めないという形になります。 
 私どもは右にあるように一定規模を越えた場合には、ふるさと融資の返済とふるさ

融資以外の元本に対するサービス対価、これを２つに分けていただいて、２段階のサ

ービス対価の支払いにしていただきたいといったことを県の方に要望しまして、その

方向で協議に入りました。最終的には、県の方にメリットがないということでふるさ

と融資を活用しないということになりましたけれども、かなりこの辺で県の財政負担

の軽減に寄与するかどうか、一方寄与した場合、我々のファイナンスが十分賄えるの

かどうか、この２点の協議が非常に難航いたしました。 
 そういった中でふるさと財団の問題があったわけです。②に書いてありますけれど

も、ふるさと財団の調査委員会、こちらが開催スケジュールが年３回程度ということ

に現行なっております。この調査委員会を経なければふるさと融資の活用の有無が最

終的に決まってこない。なおかつふるさと融資を使うとなった場合には、県との事業

契約の変更の議会承認が県に必要になってくるといったことで、先ほど申しましたよ

うな非常にタイトなスケジュールの中で、なおかつ民間としましてはこういった民間

ではコントロールできないスケジュール上の課題も内在しておったということであ

ります。そういったことで、先ほどの基準金利の決定の問題とあわせて、何かしら柔

軟な対応がとれるような措置が必要なのかなというように考えます。 
 ７ページ目に入ります。私どもの場合は総合評価の一般競争入札ということで契約

内容の変更についてはほとんどできませんでした。あいまいな表現を明確化する程度

の内容でありました。その中で、２点ほど特に争点になった部分を申し上げます。 
 １点目は不可抗力による損害に関する規定でございます。不可抗力における場合は

一部民間のリスク分担もありますが、これは基本的には県の方でご負担いただくとい

うリスク分担になっております。そんな中で、事業契約においてですけれども、抜粋
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しますと、事業契約において、本契約はその締結及び前項の議会による議決により適

法、有効かつ拘束力ある県の債務を構成し、本契約の規定に従い各事業年度内の予算 
の範囲内で強制執行可能な県の債務が生じること、というような記載になっておりま

す。 
 リスク分担にありますとおり、不可抗力により損害が発生した場合は県にご負担い

ただくことになっているにもかかわらず、その支払いにつきましては、これはいたし

方ない話かとも思いますけれども、各事業年度内の予算の範囲内でという設定になっ

ておりまして、この辺が金融機関サイドを含めて非常にポイントになりました。いわ

ゆる予算の措置がとれなければ支払いの債務がないということなのかと、こういった

くだりでございます。現行の制度上はやむを得ないことだとは思いますけれども、そ

の辺が１つの争点になりました。 
 ２点目におきましては、建設工事にかかわる完工確認書の交付の規定であります。

これは契約上は完工確認書の発行により、本件工事費等の県の支払いが行われること

になっておりますが、この完工確認書がどういった条件で交付されるのかについてが

明示されていないということで、検査の方法ですとか、書面の交付までの期間等々に

ついて、どういった予見が整えば完工確認書が交付されるのか。現在もこちらにつき

ましては、関係協議会という県サイド及び我々事業者サイドで組織されます機関にお

いてこの完工確認書の交付条件については協議することになっておりますけれども、

この辺につきましては事前に自治体サイドの考え方を明示いただいた方が議論がス

ムーズに進むのかなというように考えています。 
 ８ページ目であります。こちらは本件というよりも一般的な話になります。 
○伊藤忠商事 一般事項というところをご説明させていただきます。これは神奈川県

の近代美術館にかかわらずということでほかの案件を取り組むときにちょっと感じ

たことという意味合いで一般事項と書かせていただきました。 
 １つ目は、今回近代美術館はＢＯＴという形式だったんですが、ＢＴＯの場合の火

災保険の考え方について、こういう形にはならないでしょうかというお話でございま

す。今までのＰＦＩのＢＴＯの案件において、当然ながら建物が完成したときに公共

側に建物の所有権は移転されるわけですが、そのとき火災が起こった場合、特に民間

側の帰責事由によって火災が起こった場合にどういう手続になるんだろうかという

お話でございます。 
 ＢＯＴの場合には、当然ながら所有権も民間側にありますので、火災保険は民間側

で掛けると。自分たちが帰責事由によって火災を起こした場合においては、その保険

によって賄っていくという考え方ではあるんですが、ＢＴＯの場合には所有権が民間

側にないものですから、火災保険は民間側では掛けられない。公共側の方で保険につ

いては共済保険等で加入されるということになろうかと思いますが、過去の例におい

て条件規定書等の中でＰＦＩ事業者に起因して建物が滅失した等の場合には、元本の
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支払いの方に影響を来すようなペナルティーを条件とされている場合がある。そのよ

うな場合において、ＰＦＩ事業者、民間側はいろいろアイデアを絞ってどういう体制

をとっていくかとなったときには、自分たちの帰責事由によって損害を受けるという

ことから、賠償責任保険という形で手当てをしていくというのが今の流れではあるん

ですが、実際にこの賠償責任保険を掛けるときに、火災保険等の場合、そこの保険の

汎用性で金額の上限値なり、または建物の支払いに影響するような金額の保険を掛け

ようと思った場合に莫大なコストがかかるというような状況になっております。そこ

からこういうご提案なんですけれども、実際に公共側が保険会社の方に保険を掛ける

場合において、例えば火災保険の場合には求償権を放棄するなり、または民間側の事

由によってもそのペナルティー、違約金の損害賠償金の上限値を設定していただける

と、これは民間としては提案しやすくなるということで、この１番目に書かせていた

だきました。 
 続いて、一般事項として２項目目、これは一般事項というか、美術館の場合でもそ

うなるのかもしれないんですが、出資金、劣後ローンなりの譲渡について、本件の美

術館の場合には民間側の出資金、これはもちろんのこと、民間側のＳＰＣの株主が拠

出する劣後ローンについても第三者へ譲渡する場合には県の承認事項となっていま

す。これは、県の承認事項というのは当然かなということではあるんですが、実態上

その承認というのは業務不履行や、または銀行の方のステップインを想定したものに

限られている。これは質疑応答の中でも、県が第三者への譲渡の承認ということにつ

いてはこういうものを想定していますということになってまして、事業者にとっては

実質的にみずから譲渡をしていくということは不可というふうに認識しています。 

そのような状況の中でということなんですが、今後ＰＦＩ案件が増加して、民間側も

資金需要がますます大きくなっていくということを考えたときに、将来的にいろいろ

な制限はあるでしょうが、出資金やこの劣後ローン等の譲渡要件について何らかの緩

和が必要ではないだろうかといういうふうに考えました。例えば、一定期間経過後、

全部第三者に渡すというのはいけないのでしょうが、ある一定の出資割合のポーショ

ンを残してそれ以外はいいとか、または同じ株主間での譲渡のやり取りであればいい

のではないでしょうかとか、そのような検討をいただけないかということで書かせて

いただきました。 
 蛇足ですけれども、今の点なんですが、あくまでも美術館の検討の中で質疑の中で、

どういった時点で承認が可能になりますかといった質問に対して、いわゆるここに記

載してあります業務不履行時ですとか、銀行のステップインとか、事業自体が円滑に

遂行しないという前提でしか承認できませんというくだりがあったものですから、こ

ういうふうに書かせていただいていますけれども、もちろんその出資金、劣後ローン

といったエクイティにつきましては、事業の遂行という観点から、提案の株主が当然

この事業責任もっていくというような中で県の承認事項というのは当然なことだと



 8 

思いますが、実質それができないようなスタイルになっていたということにおいて、

そこまで必要かなということで出させていただいております。当然県、公共サイドの

承認事項というのは承知の上ということでございます。 
 以上でございます。 
○西野部会長 ありがとうございました。 
 それでは、前田建設工業ＰＦＩ推進部の坂井部長、それから清末さんから、千葉 
市消費生活センター・計量検査所複合施設の事例につきご報告をお願いします。 
○前田建設工業 ご紹介いただきました前田建設の坂井でございます。よろしくお願

いします。 
 初めに、委員の先生方並びに政府ご関係者の方々、日ごろより我が国ＰＦＩ推進に

ご尽力賜りましてまことにありがとうございます。一言御礼申し上げます。 
 それでは、本日は千葉市ＰＦＩ事業の取り組みをご説明し、あわせてこれまでの経

験から発注方式やリスク分担などに関して重要と思われる点を率直に述べさせてい

ただきたいと思います。限られた時間ですので、資料に沿って若干慌ただしい説明に

なるかと思いますが、よろしくお願いいたします。 
 既にご存じの方もいらっしゃるかと思いますが、千葉市ＰＦＩ事業の概要について

ご説明申し上げたいと思います。お手元の資料の１ページでございます。 
 （２）の表にございますとおり、このＰＦＩ事業は公共施設の設計・建設、同じく

公共施設の所有・維持管理と特定計量器の定期検査、この３つによって構成されてお

りますＢＯＴ型のＰＦＩでございます。加えて、余剰容積を活用した収益施設を併設

することができることとされています。ただし、これはＰＦＩ事業の範囲外と位置づ

けられておりま 
す。事業期間は 30年間で、終了時には公共施設を千葉市に有償譲渡いたします。ま
た、収益施設は千葉市が買い取りの意思表示をした場合にのみ有償譲渡となりますが、

それ以外の場合は原則として事業者側が引き続き所有して運営すると、こういうこと

になります。 
 続きまして、資料２ページをごらんください。事業の実施体制はごらんのとおりで

す。今年の１月に前田建設と日本管財の２社が事業会社である「ちばシティ消費生活

ＰＦＩサービス」これを設立いたしまして、３月に千葉市と正式に事業権契約を締結

いたしました。その後４月に、右にございますとおり、銀行団との融資契約を締結し、

10月１日より施設建設に着手しております。 
 下に示しました契約関係の模式図のとおり、点線で区切られました右上の部分がい

わゆる通常のＰＦＩ事業に該当する部分です。左下の収益施設につきましては、事業

主体を前田建設としまして、共同事業方式によるリスク分離を図っております。この

点につきましては後ほどご説明いたします。 
 それでは、次のページにまいりまして、本事業の特色についてでございます。３ペ
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ージをごらんください。ここでは本事業の特色を３点挙げてございます。 
 まず、１点目は千葉市におけるＰＦＩ事業の導入プロセスですが。特に強調したい

点として、正式な実施方針の半年前に事業概要書を公表され、民間の意見をもとにス

キームを練り直した合理的な実施方針を作成されたことであります。 
 次に、２点目は本事業の事業者選定の手続が公正かつ柔軟な方式で行われた点であ

ります。ごらんのとおり、極めて公正な公募型プロポーザル方式によって事業予定者

が選定されたわけですが、最大の特徴は選定後の契約交渉、これが明確に認められて

いた点にありまして、競争入札方式と比較してより柔軟かつ官民対等な交渉を行うこ

とができました。 
 ３点目は、本事業が我が国における初の官民合築型ＰＦＩ事業という点でございま

す。公募においては提案評価のポイントとしまして、ＰＦＩ事業と収益事業のリスク

分離を重視するという旨が再三強調されておりまして、官民合築型ＰＦＩの先導事例

としてこのような考え方を提示された意義は非常に高いものと考えております。 
 次の４ページには詳細な事業実施スケジュールを載せてございますので、後ほどご

参照いただければと思います。 
 ５ページにまいりまして、当グループの提案のポイントをご説明いたします。ここ

では提案の特色として大きく３点挙げてございます。最大のポイントは（１）のとお

り、すばらしいパートナー企業とともに、技術面はもとより企業信用力や地域性とい

ったすべての視点において極めて安定した事業推進体制を構築できた点にあります。 
 （２）の施設計画につきましては、合築による建設コストの低減に加えて、用途変

更に容易に対応できる更新性と、コンクリート自体の耐久性に十分配慮し、地域の社

会資本として末永くご利用いただけるように提案しております。 
 （３）の事業計画面ですが、ノンリコースのプロジェクトファイナンスを導入し、

事業リスクの徹底した分散管理を行っております。また、収益施設についてはＰＦＩ

事業からのリスク分離を図りつつ、全体としての一体性、整合性も保たれるように工

夫しております。 
 これらの点の中身については種々ご説明申し上げたいんですが、本日は今般のＰＦ

Ｉ法の改正にも絡んでまいります、官民合築型ＰＦＩ事業としての提案ポイント、こ

こに絞ってご説明をさせていだたきたいと思います。 
 次の６ページをごらんください。私どもの施設提案のポイントについて事業内容、

それから施設の整備スキーム、あとテナントの賃貸スキームの３点からご説明させて

いただきます。 
 まず、事業内容については（１）のとおり、もうかることが大前提でございますけ

れども、ＰＦＩ事業とのマッチングという観点からも十分に検討いたしました。官民

いずれの施設もともに消費者をターゲットとするものでございますので、消費者にた

くさん来場してほしいという点で、今後運営段階ではＰＦＩらしいユニークな効果が
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あらわれてくるものと期待しております。 
 ２点目は施設の整備スキームです。ここでは収益事業のリスクをできる限りＰＦＩ

事業から分離し、かつＰＦＩ事業と収益事業の一体性と整合性を確保すると、こうい

うことを方針といたしました。表に示しますとおり、収益事業の主なリスクは、資金

調達リスク、元利返済リスク、施設の所有リスクがございますが、図に示しますとお

り、ＳＰＣと前田建設との共同ビル事業方式を採用しまして資金調達、所有、運営と

いった経営リスクを完全に分離いたしました。 
 ただ、一方でＰＦＩ事業と収益事業の事業主体が異なるということになりますので、

収益施設の管理運営がＰＦＩ事業に悪影響を及ぼすリスクが懸念されますが、この点

につきましては、ＳＰＣのメインスポンサーである前田建設を収益施設の所有者とす

ることでＰＦＩ事業との一体性、整合性を確保できる提案としております。 
 次の７ページをごらんください。３点目はテナントへの借家スキームです。（３）

に示すとおり、テナントとの契約をＰＦＩ事業終了日までの定期借家権として提案い

たしました。千葉市にとってはＰＦＩ事業の終了時に収益施設も含めて、すべての借

地、借家関係を一たん完全に終了させることが可能となります。これにより、30年
後の社会情勢、市民ニーズに応じて土地、建物全体の利用を公共的な観点から見直す

ことができるわけで、保育所やケアハウスなどさまざまな用途に活用いただけるもの

と考えております。 
 以上の説明のとおり、収益事業はＰＦＩ事業の範囲外と位置づけられているものの、

やはり全体としての一体性や整合性は極めて大切ではないかと思われます。私どもは

リスク分離は当然とした上で、事業内容、整備スキーム、借家スキームのすべてにお

いてこの考え方を徹底し、評価をいただいたのではないかと考えております。 
  なお、共同ビル事業方式のほかに、収益施設のリスク分離の方法としまして、サ
ブリース方式、一括借り上げが考えられますが、ご参考として私見を付してございま

すので、後ほどご参照いただければと思います。 
 それでは、次に事業予定者として選定された後に、千葉市と私どもの間でどのよう

な契約交渉が行われたか、主なポイントについてご説明申し上げます。次の８ページ

をごらんください。 
 交渉のウエートを一番占めましたのが（１）と（２）にございます設計細部の協議

と手続や日数の明確化です。理屈では、提案書に従って設計すればよいということに

なりますが、建設をなりわいとしています観点から、そのような考えだけではなかな

かよい施設をつくることはできません。本事業では、実際にこの施設で業務を行われ

る方々と協議会を設けまして、より良い施設づくりのためにフェーストゥーフェース

で詳細な検討を行い、契約書に添付する図面の完成に至ったという経緯がございます。 
 （３）の地中障害の関係ですが、これも公募条件では概念的に行政の負担とされて

いたものですが、予算措置を含めてより詳細に規定をいたしました。 
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 （４）に列記しましたのは、建物賃借人としての千葉市の義務ですが、これは民民

の契約では当たり前のことですけれども、ほかのＰＦＩ入札の契約書案では余りお目

にかかれないと思います。ＰＦＩにおける契約交渉の必要性、合理性がご理解いただ

けるのではないかと思います。 
 （５）は千葉市がもっぱら使用する物品等の修繕、更新にかかるものです。公募条

件では原則として民間負担ということでしたが、当然に市の使用者責任というものが

あるわけで、そこで実務上は双方が責任をなすりつけ合うような事態にならないよう、

そういう視点ですべての備品について耐用年数を定め、官民のリスク分担を明確に規

定いたしました。 
 次の（６）ですが、これはＢＯＴにおいて問題になる点だと思いますが、事業終了

後の施設譲渡時の修繕義務にかかる問題です。これもほかのＰＦＩ入札の契約書案で

は片務的な規定がちょっと目立つと思います。千葉市ＰＦＩ事業ではごらんのとおり

４点ございますが、民間側の多大なリスクを合理的な内容へと明確化し、取り決めを

いたしました。 
  それでは、９ページをごらんください。（７）は官民双方が持っております契約

の中途解除権に関するものです。本事業の債権債務は大きく分けて公共施設の賃貸業

務、すなわち設計、建設、維持、管理業務にかかる債権債務と、特定計量器の検査業

務にかかる債権債務に二分されます。条件規定書では、これらの一方の債務不履行で

ＰＦＩ契約の全部を解除し得るという、こういう内容になっておりましたが、これに

よりますと、例えば公共施設の賃貸にかかわる債務の不履行があった場合に、計量検

査の方も契約終了だという可能性があるわけで、この解除権は行政と事業者の双方が

有していたわけですけれども、これについて事業者側としましては解除権の濫用にな

ってしまうと官民双方に不利益が生じる可能性があるんじゃないかということで交

渉いたしまして、公募条件の解除条件はそのまま生かす。その上で、問題が生じてい

ない債権債務については可能な限りＰＦＩ契約に沿って継続するという旨を明記い

たしました。 
 あくまでこれからは一般論でありますけれども、例えば維持管理業務のリスクと建

設投資の回収リスクは相互に関連性の高い業務であると言えるため、債権債務の一体

化もそこではわかるんですが、相互の関連性が極めて薄い業務まで債権債務を極度に

一体化させることは避けるべきではないかと思われます。なぜなら、ＰＦＩにおける

債権債務の過度の一体化をしますと、ファイナンスの組成に困難を来す。もう１点は、

誠実に業務を行っている再委託先企業の立場をいたずらに不安定なものとしてしま

うと、こういったことが考えられます。そういった業務はそもそもＰＦＩ事業に含め

て一括発注すべきか否か慎重に検討すべきだろうと考えております。 
 それでは、最後に本事業やその他ＰＦＩの入札等の経験から、民間事業者としての

要望を述べさせていただきたいと思います。 
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 10ページでございます。まず、ＰＦＩ推進委員会におかれまして、今後の指針等
にぜひ盛り込んでいただければと思う事項を４点挙げてございます。 
  １点目は、ＰＦＩにおける契約交渉の道を明らかにしていただきたいという点で

ございます。ご承知のとおり、ＰＦＩは 20年とか 30年といった長期間にわたる実
にさまざまな役割分担を規定するものですので、こうした契約の例として身近なとこ

ろで結婚がございますけれども、例えば女性が一方的に提示した条件、こちらがあり

まして、男性が書面で応募して答えを出そうというのはちょっとやはり円満な夫婦生

活には難しいのではないかという点があるかと思います。ところが、現在原則とされ

ております入札方式では行政が一方的に提示した契約書案のとおり契約締結という

方向になっておりまして、この点は改善していただきたいと思っております。したが

いまして、今後、一般競争入札に加えて契約交渉が可能な公募型プロポーザルも選択

できるということを示していただき、契約交渉を導入する上での条件や留意点などを

整理していただきたいと考えております。また、ＷＴＯの対象事業についても契約交

渉が導入できるよう、必要であれば特例政令の改正などの措置を行っていただきたい

と考えております。 
 なお、参考にお配りしてございます冊子で、千葉市がつい先日公表しました独自の

ＰＦＩガイドラインがございます。これは発注方式について総合評価一般競争入札か、

または公募型プロポーザルのいずれかで行うと明記されております。さらに、公募型

プロポーザルの場合は選定後の契約交渉を行うことが明確に規定されております。や

はり実務を経験された官側から見ても、契約交渉プロセスは必要だと認識されている

ようでございます。 
 資料に戻っていただきまして２点目でございますけれども、実施方針の策定につい

て、民間の意見を十分に取り入れた合理的なスキームやリスク分担となるようにご指

導いただきたいという要望でございます。特に特定事業の選定でバリューフォーマネ

ーの試算を済ましてしまいますと、その前提を変えるようなスキームの変更は難しく

なると思います。その前の実施方針について、民間とよ 
くキャッチボールをしながら練り上げていくことが大変重要ではないかと思われま

す。したがって、現行のガイドラインでは実施方針を段階的に改定していくこともさ

しつかえないとなっていますが、今後はこの考え方をより積極的に推進していただき

たいと思いますし、初版の実施方針から特定事業の選定までの具体的な期間の目安な

どもお示しいただくことも効果があると考えております。 
 11ページ、３点目は民間への過度なリスク移転に対して警告を発していただきた
いという要望でございます。ここに書いてございますとおり、合理性に欠けると思わ

れるリスク分担が実際に多くの事例で見受けられるのが現状でございます。したがっ

て、過度なリスク分担はバリューフォーマネーを損ね、結局は納税者につけが回され

るという原則を具体的な例なども示して今後発注者に啓蒙していただきたいと思い



 13 

ます。 
 ４点目は、３点目とも関連いたしますが、運営段階の業務をＰＦＩに含める場合、

一括発注の妥当性について検討すべきではないかという要望でございます。現状では、

そもそも一括発注の必要性が高くない業務までＰＦＩ事業に含めて、先ほど述べまし

た債権債務の過度の一体化の問題や、要求仕様の不明確化につながっている事例がご

ざいます。また、ＰＦＩ事業に含めるということは当該業務について、ＳＰＣの長期

独占を認めるということでもありますので、公共調達の公平性の観点からも検討をす

る必要があろうかと思います。 
 お手元の資料のＡ３版をちょっとごらんいただきたいのですが、これは一括発注の

妥当性を慎重に検討すべきと思われる業務について３つの大分類に基づきまして、Ａ

からＦまでの６タイプを示したものです。Ａ、行政側が使用する備品の整備・所有業

務、それからＢ、施設設計段階からのライフサイクルコストのつくり込みと関係が薄

い業務、Ｃとして将来の業務内容の変化が極めて予測困難な業務、Ｄ、事業期間中に

おける民間の柔軟かつ独創的な企画力に期待している業務、Ｅ、業務の途中でたびた

び行政職員による指示命令、確認が行われるもの、Ｆ、行政が使用する備品の修繕・

更新業務の６つですが、この分類の巧拙は別としまして、このような業務をＰＦＩで

一括発注する場合は右の欄に示してございますけれども、こういった事項について慎

重に検討した方がいいのかなという考えでございます。 
 それでは、資料の本文に戻りまして最後に制度的な問題でございますが、これはご

高承のとおり、税制、補助金、あと公物管理の３点でございます。 
 まず、税制と補助金ですが、私どもにとってはどれだけ課税されようと採算さえ合

えば問題はありません。したがいまして、民間企業のためのＰＦＩ減税やＰＦＩ補助

を直接的に要望するわけではございません。むしろこの問題は行政マターでありまし

て、特に地方自治体のＰＦＩでは税制の壁と補助金の壁がバリューフォーマネーを阻

害しておると、ＰＦＩ推進の大きな壁となっているという点で早急な対策をお願い申

し上げるものでございます。 
 最後に、改正ＰＦＩ法の成立によりまして、行政財産の貸し付けが認められました

ことはまことに意義深い画期的なことだと思いますが、今後は個別の公物管理規定と

の整合性についても整理していただいて、必要な制度改正を積極的に推進していただ

きたいと考えております。 
 いろいろご要望を申し上げましたが、委員の先生並びに政府の関係者におかれまし

ては、我が国ＰＦＩの推進に引き続きご尽力賜りたくお願い申し上げます。 
 本日は貴重な機会をいただきまして、まことにありがとうございました。以上で終

わらせていただきます。 
○西野部会長 どうもありがとうございました。先ほども申し上げましたが、今回は、

一応４時まで時間を取っておりますので、延々と演説されても困るんですが、てきぱ
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きと要領よくいろいろなことを聞いていただければと思います。 
 まずは伊藤忠さんの方にということで、両方関係してももちろん結構でございます

が、どうぞご自由にご発言いただきたいと思います。 
○Ａ専門委員 事業の概要を大変コンパクトにまとめていただきまして非常にわか

りやすくて参考になります。この中で、今後の話というというころでモニター及びデ

ィスクロージャーというお話が多分出てくると思うんですけれども、その辺につきま

して、質及び財務面のモニターという話が出てきて、その範囲、方法、それから負担

感というものをどのように決められたのかということと、今回の取り決めに関してお

考えになられた点、この辺をちょっとお話しいただければと思います。 
○伊藤忠商事 今おっしゃられたモニターやディスクロージャーというのは、業務の

モニタリングという意味でしょうか。 
○Ａ専門委員 業務及び財務面という両方です。 
○伊藤忠商事 まず、業務面についてのモニタリングについてですが、これは今後各

業務の細かい打合せを県と民間側でつくっている関係者協議会並びにその下部組織

であるワーキンググループというのを設置しておるんですけれども、そこで細かい打

ち合せをやっていきます。その中で、モニタリング方法、モニタリング結果をどうす

るかというところも今後打ち合わせをしていくという形になっておりまして、まだ現

段階でそのモニタリング方法なりが決まっているというわけではありません。それが

まず業務についてです。 
 ２番目に財務面のモニタリング、ディスクロージャーについてですが、これは現状

詳細どのような形でというのはないんですが、一応ＳＰＣ、今回のＰＦＩ事業者、会

社としての監査については年度ごとに大企業に準じた会計士による監査を受け、その

監査報告を県の方に提出するということだけが、これは契約上きちっと決められてお

りまして、それだけが決まっているという現状でございます。 
  今、説明があったとおりなんですが、私どもの事業がようやく着工にこぎつけて
という段階でございます。したがいまして、今後関係者協議会及びワーキンググルー

プにおいて今おっしゃられた点を詰めていくというのが今後のスケジュールになり

ます。 
○Ｂ専門委員 幾つかございますけれども、１つはレストラン、収益事業部分という、

独立採算性の部分ですか、お話がございましたけれども、要望の事項ということは、

要はなかなかコストメリットをとりにくいようなものが入ってきているということ

に対する課題認識だと思いますけれども、実際の事業性を算出なさるときというのは、

この部分というのは基本的にはいわゆるプロフィットセンターとお考えだったのか

コストセンターとしてお考えになったのかというところ、差し支えない範囲で。 
○伊藤忠商事 基本的にはコストセンターという位置づけです。 
○Ｂ専門委員 ということは、県がお支払いになるコストの中に事業が成り立とうが
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成り立つまいが一応これが存続する形で入っている。 
○伊藤忠商事 そうですね。当然ＰＦＩ事業分野の中においても、我々は一定の利潤

がＳＰＣとして必要だと考えております。逆に、想定したものを下回るような営業成

績になれば、ＰＦＩのＳＰＣとしてはその利潤、利益が小さくなっていく。ひいては、

エクイティを拠出している我々にとってもメリットが小さくなるというような位置

づけになります。 
○Ｂ専門委員 県にとってみれば、これを加えることによって一定以上のコストは、

コストとして負担しているという、いわゆる収益として期待をもともとされていない

ということなんですよね。 
 それから、もう一つは契約の問題について大きく２つほどの課題認識、不可抗力の

規定と完工確認がございましたけれども。この２つをとってみても例えばファイナン

サーにとってみれば大きな問題かなというふうに思います。 
  それから、前回神奈川県さんからこの美術館についてのご説明をいただいたとき
に、附属資料として関係者協議会の協議事項という資料をいただいております。それ

を見ますと 48事項あるんですね。細かいものもいっぱいございますけれども、かな
りのものがその協議会で決めましょうという形で契約に盛り込まれてないというこ

とだと思うんですけれども、この辺は事業者ご本人としてもそうですし、特に金融機

関等々から何か問題提起というか、ファイナンスをクローズにするに当たって、こん

なに未決定事項があったのではというようなことはなかったんでしょうか。 
○伊藤忠商事  本件の場合は一般競争入札というような中で、事業権契約の案文が
当初より出ていました。その中で関係者協議会において最終決定をされるというくだ

りも随分あったということで、そういった意味では大きな混乱はありませんでした。

ただし、その関係者協議会の中でどうやって決議されていくのかという仕組み、これ

については、我々もそうですけれども、金融機関もかなり気にしておりました。最終

的には、関係者協議会メンバーの全員一致で決められるという形に落ちつきましたけ

れども、その辺の仕組みについては銀行は特に気にしておりました。 
○Ｃ専門委員 それはおかしいんじゃないでしょうかね。あくまでも関係者協議会と

いうのは、私も契約書を見させていただきましたが、契約者としての公共と事業者の

１対１の関係でございますから、そのメンバーの全員合意じゃなくて、あくまでもＳ

ＰＣとしての権利義務関係を定めることが基本ですが基本はあくまでも公的主体と

ＳＰＣのみの関係でしょう。なぜメンバーの全員合意という形で関係者協議会を構成

するのでしょう。 
○伊藤忠商事 メンバーといいますのは、公共である神奈川県とＳＰＣ及びそのＳＰ

Ｃを構成する企業のメンバーです。 
○Ｃ専門委員 そうすると、スポンサーがその協議に参加して、決議事項にＳＰＣの

意思を化体するのにスポンサーの意見を反映されるわけですか。この場合ＳＰＣでは
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なくスポンサーが義務を負うことになりませんか、大丈夫ですか。 
○伊藤忠商事 スポンサーとしていわゆる出資義務以上のものを負うのではないか

と。 
○Ｃ専門委員 関係ないのに、伊藤忠さんに、親会社だからといって変なこと言われ

ませんかということです。 
○伊藤忠商事 このメンバー構成を決める過程の中でいろいろ議論もありまして、Ｐ

ＦＩ事業者としてはＰＦＩ事業者であるＳＰＣが意思決定者ということもいろいろ

申し上げつつ、協議しながら最終的には、実際にこのコンソーシアムを提案者の段階

で提案したメンバー、その方々の意見も組み入れて協議をしていかなければいけない

ということから、最終的にそういうメンバーになったと。県とＳＰＣ１対１ではなく

て、県側も美術館も協議会に入ってます。 
○Ｂ専門委員 今おっしゃっているのは、いわゆる株主としての出資義務以上のもの

をそういう場に出ることによって間接的にでも負うのではなかろうかと。 
○Ｃ専門委員 あるいはこういう圧力を公共がかけてこないかということが心配な

んです。できる限り伊藤忠さんが、出資者として、あくまでも出資者の権利義務関係

の中において行動された方がよりフェアじゃないんでしょうか。 
○Ｄ委員 その決め方によって、県が入るか入らないかによって入札の値段が変わる

はずなんですよね。そういうことは議論されたんですか、あるいはお考えになったん

ですか。 
 つまり今まで聞いてますと、今回２回目なんですが、官側がこう言えばそれはリス

クとしてこうなるので、値段がこう変わりますというだけであって、結果的にＰＦＩ

事業として成り立たないということが起こってくるはずなのですが、どうも聞いてま

すと、何とかＰＦＩ事業として成り立たせたいために妥協してるんじゃないか、これ

は悪い前例になるのではないかという意味で今聞いているんです。 
 協議会をどうつくるかはいいんですけれども、こういう協議会をつくれば当然リス

クが入りますから入札の値段が上がります。ということで官側からこうした方が安く

なるんじゃないですかという提案をするのは非常にいいんですが、それがうまくいか

なければ応札の値段で反映するということなんです。今聞いてますと、どうも値段に

反映していなくて議論だけしているような印象を受けるんですが、いかがですか。 
○伊藤忠商事 今おっしゃった、関係者協議会の要綱の設定等々の過程において、そ

の中身に応じて価格に反映させているかということですよね。それはなかったです。 
○Ｄ委員 Ｃ専門委員がおっしゃることもそういうふうに解釈していいですね。要す

るに、推進主体としての立場から言いますと、悪い前例を持つとそれはだんだん民間

の意欲が減退していきますので。官側が無理を言えば、当然それはリスクがこっちへ

来ているわけですから入札値が上がると。どうしてもそれは県として引き下がれない

ことであればそれはやむを得ないですよね。発注者側がそういう態度で、そのときに
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はリスク分だけコストが上がってくると。当然県の事業としてやれば自分ですべて決

めるんでしょうから、そういう問題かなという気がするんですが、どうも言ってる内

容とリスクを介してのコストとがリンクしていない議論が多いような気がするんで

す。 
○Ｂ専門委員 Ｄ委員がおっしゃるとおりだと思いますのは、この県の出された資料

を見ますと、費用の負担方法だとか支払い条件だとか、要するにお金に絡みそうなこ

とがたくさんペンディングマターとして残っておりまして、本来協議会というのは非

常に必要ですし、当然やっていかなきゃいけないことだと思うんですが、本来ここに

書いてあるものというのは、大半は交渉の中で、契約の中に盛り込まれるべきことじ

ゃないのかなということで、その辺に対するご不満があるのではないかと思って伺っ

たわけです。 
○Ｅ委員 千葉市がどうなっいてるかというと、最初に性能発注をやったときに、ど

うしても書面が出てきませんので、技術的なポイントについて専門家同士で協議をす

る必要がある。海外でＢＯＴをなさった会社は皆さんご経験があるわけですよね。第

三者を入れて専門的、技術的に詰めていく必要があると。その問題が国内のプラクテ

ィスのときに必ずしも十分に僕は理解されていないような気がしてならないんです。

というのは公共の約款、あれを見るといっぱい打ち合わせ事項があるんですけれども、

あの場合はもともと仕様協議で仕様について疑義があるときに民間事業者側が質問

する、これはあるんですけれども、その手続からしたら全然違うんです。だから、変

な意味の仕様変更も起きないように枠を決めながら議論をする場を設ける必要、専門

家を入れて議論する必要はあったんですけれども、どうもそこのところは必ずしも理

解されていないというのは、私自身非常に危惧しておるところです。ですから、例で

申しますと、例えば伊藤忠さんが出されました資料７ページの完工確認書、ここのと

ころは純然たる技術の問題だと私は割り切っていたんです。でないとここは予めでき

ません。だから、そういうところが１点あると。 
 もう一つは業者さんは随分千葉市を持ち上げてスケジュールがゆっくりしてとお

っしゃってくださったんですが、本心は違うと思うんです。優先交渉が決まった後で、

あとどうしても予算の議決を通すまでの間時間が縛られていますので、その期間をも

う少しゆっくりとらないと無理だろうなと。伊藤忠さんは６カ月でも構わないと書い

ておられますけれども、６カ月では実際ファイナンスクローズしないことはよく私は

承知しておるんです。大体普通ですと、大きな案件ですと、最低１年ぐらいはかかる

んだろうなということがあるので、どうも実際一番関係の深い商社さんだとか建設会

社さんだとか、もう少し実態はこうなんだよということをおっしゃっていただいて、

逆に言うと銀行から見た場合に、レンダーライアビリティーというようなことを考え

るとでき上がったものを見つつ評価するということになりますので、なかなか頭から

というのはないはずなんです。ですから、どう考えても１年ぐらいはかかるなと。 
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 ファイナンス側に立って融資契約をつくるのに、あれだけの資料見た場合に、２カ

月ないし３カ月はやはりかかるんです。そこから考えると、どう考えたって契約を締

結してから１年ぐらいはかかるだろうなというのが私の率直な実感なんです。違うか

もわかりません。でも、事業者の方から遠慮ぎみに事業計画締結から半年というのじ

ゃなくて、率直におっしゃっていただいた方がわかりやすいと思います。 
○伊藤忠商事 ここで記載させていただいた６カ月の妥当性については私どもちょ

っとわからないんですが、ただ今度三重県の桑名市さんの方で図書館の案件が出てき

ていると思うんですが、そちらの方は本契約締結から６カ月といったような設定にな

っておりまして、この辺につきましてはこの美術館等々の案件に比べたら随分配慮し

ていただいたのかなといったこともありまして、この６カ月というのを記載したわけ

なんですが、民間にとってみると、今、先生おっしゃったように、より長い方が十分

な協議はできるということだと思います。 
○前田建設工業 千葉で全く同じ問題がありまして、時間的にゆとりがあったという

のは我々が事業者と決まるまでの時間はかなりゆっくり取っていただいたなという

のが実感であります。あと、決まった後は、時間というのは 24時間あるものですか
ら、使い方というのが結構ありまして、ずばり言いましても１回始めたら 10時間以
上やる。持ち帰ってすぐ宿題をやるというような感じでやりまして、そういった意味

では本当のことを言うと相当タイトでした。これも、我々は契約の詰めと資金調達の

方の打ち合せをある意味で上手なやり方じゃないと思いますけれども、若干連動させ

てやっとゴールインになったというのが実態でございます。 
○Ｆ委員 私は前回ほとんど出ていないので、県の方の説明を十分把握していないの

で、あるいは重なってしまうかもしれませんが、独立採算のレストラン等について、

美術館の利用者がどのくらい入るかということでほとんど採算は決まってくるので

はないかというお話ございましたが、美術館部門については公の施設となっているん

ですか。美術館部門についてはサービス購入ということで委託ということですか。 
○伊藤忠商事 いわゆる施設整備とあわせて、スコープに入ってきたものは建物の維

持管理及びいわゆる美術館の職員さんのサポートということで、入館者の受付業務で

すとか監視業務、こういったものが我々のスコープに入ってきたものです。 
○Ｆ委員 そうすると、いわゆる監視とか受付とかは全部おやりになるということで

すよね。 
○伊藤忠商事 はい。 
○Ｆ委員 そうすると、契約については具体的に決められているわけですね、 
○伊藤忠商事 はい。 
○Ｆ委員 そこの管理のやり方というのは人員配置とかかなり細かく決められてい

るわけですか。 
○伊藤忠商事 ポスト数で決められております。 
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○Ｆ委員 それは独立採算部門の方とうまく動かすとかいうことはできないように

なっているのですか。 
○伊藤忠商事 スコープの方は監視、受付、これについては決められております。で

すから、例えばレストランが忙しいから今いる受付の人間をこっちに持ってくるとい

うのは難しいですね。 
○Ｆ委員 美術館は公の施設になっているんですか。 
○伊藤忠商事 はい。 
○Ｆ委員 そうすると、事実上の維持管理業務が委託されているという感じなんです

ね。 
○伊藤忠商事 はい。 
○Ｆ委員 事業推進協議会の方ではほとんど美術館の展示等々については何も言え

ないという状況だということですね。 
○伊藤忠商事 そうですね。 
○Ｆ委員 そこは県にお任せすると。そういう意味でのリスクはとれないということ

ですね。つまりお客が余り入らなそうなものばかりやられても困るという意味ですね。 
○伊藤忠商事 はい。 
○Ｆ委員 サービス業務のところは金額としては固いわけですね。 
○伊藤忠商事 固いと判断しています。 
○Ｆ委員 そこは固定的な保証的なものとしてあるということですね。ただ自由がき

かないと。その辺りは全く不服はないんですか。美術館の公の施設の部分について特

にございませんか。 
○伊藤忠商事 そこにおいてはございません。 
○Ｄ委員 ２ページ目で資金調達について 20年を越えるファイナンスが選択肢が非
常に狭まると、これはどういう意味ですか。つまり例えば契約の仕方で広げる方法は

ないんですか。 
○伊藤忠商事 これはいろいろな考え方あろうかと思うんですが、例えばキャッシュ

フロー上に織り込むのは例えば 30年、ただし契約は 15年で１回切りますよといっ
たような形の契約もあり得るかと思うんですけれども、例えば 15年というふうに当
初区切ったときに、15年のリファイナンス時のリスクというのはなかなか見切れな
いなということで、我々は極力 30年に近いファイナンスを組成したいというふうに
考えています。 
○Ｄ委員 例えば、途中で金利を見直すと、そういう契約はだめなんですか。 
○伊藤忠商事 いわゆる決められたスプレッドの幅を変更するとかということでし

ょうか。 
○Ｄ委員 一定の金利では 10年以上は非常に難しいと。ですからそれを基準金利か
何かを決めながら金利の変更に応じて一定の方式で変えていくと、そういうことにす
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ればできるとか。書かれてしまいますと全然選択肢がないというふうに聞こえるんで

すが、本当にないのか、そういう方法を提案しても受けつけてもらえないのか、そう

いう方法も存在しないのか、その辺がよくわからないので聞いたんです。 
○伊藤忠商事 金利の設定条件等々でできるできないということ以前に、むしろ例え

ば融資期間 30年のローンを組んでくださいといっても、その期間の入口論でとどま
ってしまう金融機関が多いのかなという気がします。金利をこういうふうにしたらい

いんじゃないかとかいったところに入らずに、期間だけでそんな長期なものは検討で

きないよといったような議論になってしまう方が多いのではなかろうかというふう

に考えます。 
○Ｇ専門委員 今のファイナンスのところなんですけれども、まさにおっしゃられる

ように、ポイントは個別契約の中身の問題は別とすると、やはり３点ネックがあって、

１つはいわゆる 30年という期間のファイナンス、それからもう一つは今おっしゃら
れた、30年もしくは 30年に近いものについて金利を固定化するという問題、それか
らもう一つは提案時点からローン契約を締結するまでの金利変動リスクをどう吸収

するかと、大きく分けてこの３つだと思うんですけれども、特に最初の２つのところ

というのは、単にリスクをどうとるかという以前に、金融マーケット、もしくは金融

機関の慣行という問題、日本の金融機関が今出している最長のローンが 15年とか、
あるいはそれプラスアルファぐらいの世界ですので、30年ということになると融資
期間として非常に長い、ある意味で日ごろやってないというところでのネック、があ

ります。それからもう一つ金利の固定化のところというのは、大体金利のスワップの

マーケットが 15年ぐらいが最長ですので、これは多分おっしゃられるように、15
年なら 15年経ったところで、いわゆる基準金利そのものをそのときのマーケットで
見直すと、自治体の方が踏み切ってくれれば、それはある意味ではその後の金利変動

リストを自治体がとるということになりますので、その割り切りがあればできると思

います。 
○伊藤忠商事 今のお話の金利の変動につきましては、本件においても基準金利につ

きましては 10年ごとの見直しで、その変動リスクは自治体に負っていただいていま
すので、そういった意味では提案したスプレッドは 30年間固定されますが、ここに
ついては金融機関は飲み込めるのかなと。それで、今おっしゃられたように、むしろ

期間の今までやったことがないといった論点の方が大きいんだと思います。 
○Ｄ委員 そういたしますと、出資の方は問題ないんですか。金融機関がファイナン

スができないところに出資する方は 30年は問題ないんですか。 
○伊藤忠商事 我々はそれはいたし方ないというふうに考えてます。ただし、こちら

にも入れましたように、例えば事業が始まって安定してきた状態になったら、恐らく

我々が持ち続けるよりも、むしろそういった権利を取得しておきたいという、例えば

機関投資家であるとかも出てくると思うんです。そういったときに、譲渡できる道を
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残していただきたいということがございます。 
○Ｄ委員 もう一つこれは同じ問題でお聞きしたいんです。キャッシュフローをつく

るときに元利の返済をできるだけ平準化するのがいいというのはちょっと置いて、債

務負担行為は 30年であっても 15年で返してしまうとか、そういうふうなことをし
ますと、コスト的にはどういう影響を及ぼすんですか。 
○伊藤忠商事 恐らくその施設整備にかかわる資金についてのサービス対価を 15年
ということだと思うんですけれども、恐らく総額は当然金利負担が減りますので軽減

されると思いますが、現在価値に割り戻したときには、むしろ高くなるのかなという

気がします。 
○Ｄ委員 おっしゃられる趣旨はキャッシュですね。もし金融機関が 20年を超えて
対応できない、しかし株主としては出資できるとしますと、今の債務負担行為の 30
年を変える必要はないんですが、ＰＦＩを推進していく上で、ファイナンスが現在ど

うしても 20年を超えて無理であれば、元利の返済は 20年で考え、平準化するにし
てもサービス料の支払い方も少し工夫して 30年でやるという方がいいのか、これは
もう 20年に短くしちゃった方がいいのか、こういうことを少し考えたものですから。 
○伊藤忠商事 今のお話ですと、30年の支払いの場合には、いわゆる前段を金融機
関さんに返済をして、スポンサーは最後に回収したらいいじゃないかと。 
○Ｄ委員 そうは言ってませんで、本来のＰＦＩと少し違うんですが、平準化するに

しても、最初の 15年なり 20年はサービス購入料を少し多めにしてあとを少なめに
するとか、そういういろいろな工夫があるかなという気がするんですけれども。実際

に試算をしてみないとどれが安いのか高いのかよくわからないんですが。 
○伊藤忠商事 単純にそれはいろいろな考え方があろうかと思うんですが、１点ちょ

っと申し上げますと、これは民間が言う話かどうかは別にしまして、今官民の契約の

中でどういう形で民間が最後までやり抜くんだという部分についてモチベーション

を維持させているかというと、民間が拠出した資金と合わせてペナルティーという、

事業が途中で破綻、事業放棄等々民間の責めによってなされた場合は施設整備費の残

価の何割かをペナルティーとして発生させますよという契約形態になっているのが

多く見られると思うんですけれども、例えばＰＦＩ事業期間は 30年、ただし施設整
備部分については 20年で払っていきましょうといったような話になりますと、以降
の 10年に対して自治体サイドとしてどのようにモチベーションを担保していくかと
いった部分というもの出てくるのかなという気がします。 
○Ｂ専門委員 Ｄ委員のおっしゃった仕組みというのは現実には幾つかあると思い

ます。多分前田建設さんの千葉は 30年ですけれども、30年間平準化して支払うとい
う規定はなかったんじゃないかと思いますが、どうでしたですか。 
○前田建設工業 なかったです。 
○Ｂ専門委員 ということは、ローンは 15年なら 15年で返して、サービスはその
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ままずっとという形ですね。 
○前田建設工業 はい。 
○Ｄ委員 私が言っているのも同じです。 
○Ｅ委員 私が経験している限りでは、あれは地方自治体のスタンスの問題で、千葉

市の場合には 30年の融資が取れるかどうか。ただ、無理なスプレッドを載せられる
よりも、短い合理的な期間を探していただいた方がいいと。要はマーケットが厚いと

ころを探すべきだと、そういうことだったんです。 
 もう一つの私の不安は実は 30年の地方自治体のリスクをとれますかということを
盛んに外国の事業者から言われるんです。 
 それから、地方自治制度は一体どうなるんでしょうかと。交付税は続いていくとい

うか、それと同じ問題なんですけれども。僕はしょっちゅう聞かされているんですけ

れども、いかがでしょうか。 
○Ｇ専門委員 まさに今おっしゃられた点で、いわゆる法制度リスクがここのところ

で一番大きいんだと思うんです。ですから、地方自治体のバランスシートが公表され

ているわけじゃありませんけれども、通常言われていること、あるいはある意味で公

表されているデータをそのまま民間企業に当てはめると、なかなか 30年のリスクを
とるというのは、一部の自治体では可能であっても、ＰＦＩをやろうという自治体す

べてについて 30年のリスクをとるというのは恐らく難しいと思います。 
 それを現在 20年でも金融機関がとろうとしているのは、あるいはもっと長い期間
を現にとっているケースもあるかと思いますけれども、そこは法制度が変わらない、

あるいは変わってもそこまで大きなインパクトは何とかしのげるんではないかとい

うある意味での期待の部分なんです。この辺はちょっと金融機関のところも離れた、

いわば制度上、もしくはまさに行政といいますか、政治の世界の話だと思ってます。 
○Ｄ委員 ちょっと気になりましたのは、これは民間に頑張っていただいて何とか推

進をしようということですから、民間からはもっと民間の言うことがちゃんと通るよ

うにということでどんどん出て来るのが好ましいですし、こういう経験がありました、

これはまずかったというのを率直に言っていただいて、一つは金銭で解決できる問題

なんでしょうが、金銭で解決しようとするとＶＦＭが出なくなって案件がつぶれると

いうのがちょっと躊躇されているのかなという気はしているんですけれども、そうい

う感じを持ちました。 
 それから、よく金利についてはいつでも制度の話が出てくるんですけれども、ほか

の面での制度も契約に書けないんですかね。そこら辺どうなんですか。 
○Ｆ委員 私も特に外国の金融機関の方から日本の自治体はつぶれないのかとか、ま

だずっと存続するのか、そういう質問を受けます。少なくともこれまでのところは比

較的安定していたというのは言えるわけですが、今後ずっと 30年絶対に、それは県
も合併するかもしれませんし、何が起こるかわかりませんけれども、ただそれは民間
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企業に融資する場合だって何とか判断するわけですから、そこら辺は日本の地方自治

制度をどういうふうに判断するかというのはある程度任せるしかないわけで、日本に

ずっとお住まいの方であれば比較的その感覚があると思うんですが、特に外国の方は

わかりにくいのかなと思いながら、確たることは言えませんが、契約に書くというの

は無理ですね。 
○Ｅ委員 それは地方自治体が倒産したときに、債務が会社で言うところの倒産手続

なんかで責任が限定されているわけですけれども、どうなんでしょうか。タイムリー

ペイメントができないとしても、フルペイメントが守れるんでしょうか、そこの１点

が明確に表明できれば、これはどこの国の制度だって同じだと思うんです。 
○Ｆ委員 例えば今の財務下では再建団体になっても債務は払わなければいけない

ということになってます。ということしか今は言えないわけです。 
○Ｈ専門委員 その関係で１つお伺いしたいんですが、この神奈川の案件は金利が無

利子になるかならないかでサービス購入料が変更するという条項は入ってましたで

すか。 
○伊藤忠商事 無利子が活用できた場合には、そのメリットについて県に戻るように

サービス購入料を再設定するという形なんです。 
○Ｈ専門委員 先ほど無利子融資の努力をされたんですが、努力しても幾つかは県に

行ってしまう。 
○伊藤忠商事 ほとんどが行ってしまうという前提でしたね。 
○Ｈ専門委員 そうすると、無利子融資のご努力というのは余りアクセルがかからな

いんじゃないですか。 
○伊藤忠商事 おっしゃるとおりです。私どもも実際アクセルをふかすことができな

かったんですが、ただ非常に新しい試みの中でチャレンジしていきたいというのがご

ざいまして、最後の最後まで県の方と詰めていきましたけれども、おっしゃるように

我々の方になかなかメリットがないということにおいては先生おっしゃるとおりだ

と思います。 
○Ｈ専門委員 私もこの考え方についてはちょっと異論があったんですけれども、無

利子融資をとれるかとれないかというのはむしろ民間企業の方の経営努力であって、

それは民間サイドとして考えるべきじゃないかと思うんですが、なかなかそこの辺は

確かに難しい面で。それからもう一つ先ほどの出資金、劣後ローンを途中で譲渡する

という問題、これは理論としてわかりますが、これは県におっしゃっていますか。 
○伊藤忠商事 言ってないですね。 
○Ｈ専門委員 そもそもなかなか今の実際の現場ではこういう話はそうすると「何考

えてるんだ」という話になりますかね。 
○伊藤忠商事 これは考え方だと思うんですが、例えば株式と劣後ローンというのは

考え方が変わってくると思います。事業がこれからスタートするという時点において、



 24 

いわゆる金融サイドがどう見ているかというのと、実際に事業がスタートして一定の

トラックレコードが出てくれば、事業としての全体のクレジットも変わってくるとい

うような中でローンというのは見方が変わるだろう。ひいては第三者が取得する機会

というのが増えてくるのではなかろうかというところと、いわゆる株式として、ＳＰ

Ｃを株主権という中で支配している、もともと立ち上げた当初の人間がいなくなって

もいいのかどうかというのとはちょっと違ってくると思うんです。いわゆる事業全体

のクレジットが変わってきた、もしくはトラックレコードによって外部の人間が見て

も見やすい状態になってきたという中においては劣後ローンの位置づけとして譲渡

の余地があってもいいのかなということです。 
○Ｈ専門委員 特に出資金について、途中で譲渡することも今の段階でお話しされる

とすればなかなか話をする論理が難しいですね。 
○伊藤忠商事 そうですね。それはおっしゃるとおりだと思います。 
○Ｈ専門委員 でも、これはこだわられますか。それほどの問題じゃないんじゃない

ですか。 
○伊藤忠商事 株式よりも劣後ローンの方が我々としては大きな話かと思います。 
○Ｉ委員 ちょっと今出たのでついでに追加でお聞きしたいんですが、神奈川県の行

政の側から制約をしているということと、一方ここで御社が書かれている資金負担

云々ということで譲渡を認めてほしいと、これはそもそも２つの次元の違う議論がぶ

つかってますから、だから当然話にならないわけですね。ありていに言えば県側は事

業についてのリスクを一体だれが負うんだと当然心配になるわけですね。 
 一方、伊藤忠さんの方でここには出資金の負担と、あるいは劣後ローンの資金負担

ということですが、これは証券化の資本の中で当然資金そのものの負担とリスクの問

題と２つに分かれている。当然それに対する収益、プレミアムが違ってくるわけです

ね。そこで、ひとつ本音のところをお伺いしたいんですが、単に資金負担を避けたい

からここに書かれているのか、リスクも含めて外したいから書かれているのか、どち

らでございますか。 
○伊藤忠商事 リスクというのはこの事業に内在するリスクということですか。 
○Ｉ委員 そういうことですね。要するに、つくった後でも事業については運営上は

リスクがあるわけですね。そういうことも収益を渡すから、全部じゃないでしょうけ

れども、全部資金負担も含めて引き受けてほしいという譲渡先を欲しているのか、単

純に資金部分でマーケットに直結したレートで調達できれば、そこだけ関わってくれ

ればいいというようなつもりでここにお書きになっているのか、どちらですかという

ことです。 
○伊藤忠商事 むしろ資金負担の方ですね。私どもの取り組みの内容にもよるんです

けれども、商社ですので、今回のような建設、維持管理というのは本業としてない。

なぜ商社がこういう事業に取り組むかというと、いろいろな専門の建設会社であった
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り、維持管理会社であったり、オペレーションの専門企業であったりと、こういった

企業が参画して事業を遂行していくのが一番バリューフォーマネーの寄与に対して

も実現できるのかなといったときに、それぞれ立場が異なりますので、こういった参

加メンバーをコーディネートしていくことを我々としては業としてこの分野におい

てやっていきたいと、こういう位置づけをしております。 
 その中において我々としてもこれを 30年間続けていく過程で、ＳＰＣから何かし
らの対価をいただくことを想定しております。これはあくまでも我々のビジネスチャ

ンスだと捉えていますので、それはリスクは当然伴ってくるというように考えます。

我々としては資金負担を軽減させて、むしろこういう案件をたくさん手掛けていきた

いといったときに、資金負担を軽減するための一つの策としての譲渡というものを位

置づけていただきたいということでございます。 
○Ｉ委員 確認でございますが、極端な話で上場なり公開なりして経営の全部肩がわ

りまで含めて考えてるのじゃなくて、資金的な面だけで負担軽減を図りたいと。とい

うことは事業責任は今後ともずっと負っていっても構わないと、負っていきたいと、

それがビジネスチャンスだということでしょうね。そういう意味ではビジネスチャン

スは要するに裏腹ですからね。 
○伊藤忠商事 積極的にというか、この事業を全うしていく上では、手掛ける以上、

そのリスクからは避けられないというふうに考えております。 
○Ｉ委員 ということは、技術的な問題で解決すれば資金負担を肩がわりしてほしい

んだと、こういうふうに考えていらっしゃる。 
○Ｅ委員 デベロッパーと維持管理、運用する人と全然業態が違ってＩＲＲが違って

くるはずなんです。そこの話を公共にしていただきたいんです。そうでなければ分か

らないんですよね。 
 私の観点からするならば、株式を譲渡するかどうかというのは、実は金融機関、Ｂ

ＯＴ方式でやれば金融機関がものすごく気になさる、株主構成の変化にともなって事

業が脆弱かどうかというのは金融機関の方が一番気になさるので、公共としては一義

的には気にする必要がないはずなんです。ところが、どれくらいお金の問題になるか、

これは全然わからないんです。要はエクイティを塩漬けにすることによってコストが

幾らであるのか、ここの議論は公共は全く分かりません。残念ながら公共側のコンサ

ルタントもそういう金融の専門家がついているわけではございませんので、余りわか

らないんですよ。だから、そこのところ全く分かってないので、議論が絶対かみ合い

ません。ですから、そこのところはおっしゃってください。 
○Ｆ委員 先ほどちょっと質問したことで、余り問題を感じられていないとおっしゃ

られたんですが、３ページのところでせっかくこの新美術館というのを建てて、独立

採算型の喫茶、レストラン、ミュージーアムショップ等もやって魅力的な人を集める

というのを一体としてやっていくのかなと思っていたのですが、ここで書いてある人
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員配置の効率化という、受付・監視等も含めてマルチジョブ化とかございますけれど

も、これは可能なわけでしょう。先ほど美術館部門についてはかなり固定的だとおっ

しゃったのはこのことと矛盾しませんか。 
○伊藤忠商事 コストとして１人の人間が受付もやってレストランのレジもやると

いうのはできないという意味で、レジをやっている人間と受付をやっている人間、例

えば半年後にこのポストを交換して、そうするとレジはこちら側の民間がやっている

レジだけの人間はレジだけじゃなくて美術館の受付という部分をやることによって、

美術館のどこまでか分からないですけれども、美術館の知識も仕入れていかなくては

いけないと、そういう意味でのマルチジョブ化。そうすることによって、全く美術館

のことも知らない人間がレジだけをやっているということではなくて、効率的に美術

館運営に寄与するという意味でのマルチジョブ化という意味です。 
○伊藤忠商事 コスト的にもＰＦＩの枠組みの中で業務遂行していかなきゃいけな

い受付、監視等々といわゆる独立採算部門であるレストランのウェイトレスなんかを

兼務してローテーションすることによって、全体の固定的なコストは軽減できると思

っています。 
○伊藤忠商事 受付だけでコストと 365日を考えると何人というのが決まってきま
すね。ですから、レジだけで考えると何人と決まるんですが、それは企画展の閑散期

によって受付で雇った人がこちら側でやってもいいのではないかと、こちら側の人数

は少なくてもいいではないかというところはマルチジョブで動かしていくというこ

とを考えてます。 
○Ｂ専門委員 イメージで人数の比率をざっと言っていただくとわかると思うんで

す。この間もちょっと私は指摘したんですけれども、レストランは物すごく小さいん

ですよね。ですから、レストランの人員が５人だったら向こうが何十人ということに

なるのか、大ざっぱに。 
○伊藤忠商事 大ざっぱにポストという意味で言いますと、新館の美術館の受付、監

視の女性なり男性なりというのは 11人ぐらいのイメージで、レストランの方はポス
トという意味でいいますと、レストランの客席数が、外のテラスの方も合わせて 35
席、そのぐらいのボリュームなんですね。そうすると、レジのところに１人いて、あ

とは後ろのバックヤードの部分とサービスという部分に、これは企画展が開かれる開

かれないで全然変ってくるんですけれども、適度な人数を配置すると、これぐらいの

イメージです。 
○Ｆ委員 ただ、公の施設になっているので、多少仕方がない部分があるんだろうと

思いますけれども、例えば開店、閉店の時間とか、美術館の開閉時間も含めて、ある

いはどういうふうにやっていくかということは、相互に本当に多少話し合う機会があ

って、うまく一体として、例えばレストランがいいから美術館も行ってみようという

可能性だって本当はあるはずですよね。 
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○伊藤忠商事 そうですね。そういった中で、私どもとして１点、県と確認させてい

ただいたのは、例えば入館者の増減によって影響を受けますと。30年の話ですから
県のそういった企画展等々の本来の展開の仕方によっては、本当にこれが非常に寂し

い施設にもなりかねないといったことも想像されます。そういったときには、当然

我々は今回提案書の中で何時から何時までのレストランの営業をしますよといった

ことはうたっておりますが、予測が大幅に変わるような事態になれば、その時点にお

いては提案した運営の内容についても、例えば開館時間を短くするとかといったこと

についても協議させてくださいといったことを関係者協議会の中に折り込まさせて

いただいてます。 
○Ｃ専門委員 １点だけご質問したいんですが、新館はＢＯＴでございますね。30
年後無償譲渡の場合はレジデュアルバリュー即ち未償却相当分がでてくるわけで、結

局これはサービス対価即ちコストに反映されてしまうため、公共にとっては高い買い

物になっているんじゃないでしょうか。実は多分それで苦労されたんじゃないかなと

思って本音をお聞きしたいということとともに、どうも公共というのは 30年間無償
譲渡であればいいと、これしか考えてなくて、先ほどの前田先生がおっしゃられた公

共のスタンスの問題とか、平準化の問題、もう少し深く公共が考えればもっと民間事

業者にとっても創意工夫とか提案ができるのに、その枠組みを最初に公共が決めてい

るためだけに民間事業者にとってもう少しアトラクティブなプロポーザルができな

いという要請があるんじゃないでしょうか、現実にどうされたんでしょうか。 
 償却できない部分がありますと、そのコストはレジデュアルバリューとしてコスト

に上乗せしてますね。そうしますと、公共からみた場合、現在価値換算すれば、最後

に未償却部分を有償で払った方が現在価値は安くなるし、バリューフォーマネーも出

てくるし、その方がご負担少ないでしょう。全体金額も少なくなる。 
○伊藤忠商事 今回の枠組みがほぼ先ほど申し上げたとおり運営の部分のポーショ

ンが小さいというところで考えると、サービス購入型の面が大きいものですから、そ

ういう問題があるということは思いつつも、それが先ほどから非常におしかりを受け

ているふうなんですが、前提条件はみんな同じという部分で、確かに公共側にとって

負担の増減がありますが、そこは公共側が考える部分という割り切りでこちらは数字

をはじいています。 
○前田建設工業 無償、有償という議論については、千葉市さんの場合有償だったわ

けですけれども、15年で払っていただけたというのは非常に今回いいと思うんです
けれども、有償というのは民間事業者の立場からするとやめていただきたいというの

が本音でございます。 
 理由は、競争に勝つためにはその有償譲渡で最後にいただく部分を私どもが手金で

出さないと勝てない。要するにそこを引っ張ってくると法人税を払いながらの元金返

済になりますので勝てないということで、今回も千葉の案件では我々のグループは 4
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0％以上の自己資金を投入してございます。行政から見ると無償譲渡にするとバリュ
ーフォーマネーが異常に悪化しますので、お困りかとは思いますけれども、有償譲渡

というのは民間からしてみると極めて参画しにくいスキームだというふうに考えて

おります。 
○Ｄ委員 今のことも含めまして、民間で取り合いをするという話と、ＰＦＩは本来

公共の調達の一つの手法ですから、公共側から見れば一番安い調達というのが望まし

い、少なくとも委員会としては推進するだけではなくて一番安く調達をするというの

が役割でございますので、その辺はいろいろ本音の話を聞かせていただいてありがた

いと思うんです。 
 確認をしたいんですけれども、３ページの一番下に、このような附帯施設運営は県

が最低保証をした上で、収入に応じたインセンティブフィー形式の方がリスク分担に

見合っているのではと、書いてございますが、これは応札者としてそうお考えになっ

て、県と話をして県が調達するときにどっちが安いからこうした方がいいと、そうい

う議論があったわけではないんですか。 
○伊藤忠商事 ございません。 
○Ｄ委員 お聞きした理由は、ぜひ今後そういう議論を通し、官の調達が安くなると

いうふうにしないと、ＰＦＩそのものは推進しないのかなというので確認をしたとい

うわけです。 
 その次の４ページは、これは落札金額の 100分の 10というのが非常に高いと、
これですと応札側の金額が上がるので、ここはうまく解決されているので、結果的に

はこれでよかったのかと思っておりますが、こういうものも本来そういう議論を通し

た上で結局これが一番いいというところへ両方で落ちついていくとリスク分担がう

まくお互いできるのかなと感じます。 
 その次は５ページですが、議会承認が６月末か７月の初めに行われているわけです

ね。ということは、県はこれは公共事業としてしないという可能性もあると、こうい

うふうに考えていいんですか。 
○伊藤忠商事 手続の話だと思うんですけれども、これは特定事業に選定されて、い

ろいろバリューフォーマネーの試算もされていますから、そういった意味では事業は

やるということの大きな枠組みは決まっているんだと思います。ただ、最終的に金額

を折り込むですとか、条文を固めるといった意味において、手続として議会承認が必

要だといったことなのかなというふうに理解しておりました。 
○Ｄ委員  どうもありがとうございました。 
○Ｆ委員 自治体の方の意見をお聞きした方がいいかもしれませんが、議会の議決事

項で自治法上決まっているものがございまして、何でも議会に求めていくというやり

方もありますが、必要最小限で絶対やらなければいけないというところで議会に出す

というのが通常の自治体の議会対策ではないかと思いますが。 
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○Ｊ専門委員 普通、こういう公共工事をやる場合には調査費とか、それから基本設

計とか実施設計とかずっとありますね。その間にまず予算があるわけです。予算の中

で議会はずっと見てきてまして、それからあとは通常でいけば自治法の中で特別の契

約形態、あるいは金額以上、例えば政令市は３億円以上ですけれども、工事とか売買

とか、そういうものは契約議案として出すと。それで、今、先生がおっしゃいました

ように、そういう意味では確認というところもあるんですけれども、議会が反対すれ

ば、否決されれば、長がまたもう一回それをかけるというものもありますけれども、

ある意味で流れの中でやっている。ＰＦＩの場合、一定以上の金額のものは議会の議

決が要りますよということでそれが通常の工事、売買の契約議案と同じような形でか

けられるということだと思います。 
○Ｆ委員 ７ページのところで定期借家契約の話ございましたが、これは貸主が前田

建設ですね。これは直接市との関係をお伺いしたいんですが、市は直接には出てこな

い。そうすると、これは前田建設さんが何をテナントに入れるかという判断だけのこ

とでございますね。 
○前田建設工業 そういうことです。冒頭にご説明したように、民間事業施設の整備

というのはＰＦＩ事業の範囲外に一応位置づけたんですね。ただし、事業の評価とし

ては民間事業施設を組み込むことをある意味で想定されて有効利用と、あとここに書

きませんでしたけれども、この事業全体でメリットが出るもの、雇用の創出とかいろ

いろとそういったものは期待されていました。 
○Ｆ委員 テナントの性格等については何か。 
○前田建設工業 これは、できればネガティブリスト、これはちょっと余りよろしく

ないなというものでも何かお考えはありますかというような質問・回答をやった経緯

があるんですけれども、基本的には民間に任せるというご方針だったものですから、

それぞれ提案される方がこれはどうだというふうに出されたんだと思います。 
○Ｆ委員 そうすると、定期借家にするというのは特段市との関係ではなくて、貸主

としての前田建設さんのご判断という意味と理解してよろしいですよね。 
○前田建設工業 結果的にどういうことをねらったかといいますと、契約はあくまで

ちば社と千葉市との間で結んでいるわけですけれども、１棟の建物なわけですね。１

棟の建物の１階部分に区分所有で前田建設が所有しているわけです。そこにテナント、

入居者が入っちゃうわけですね。30年後に解約する場合、ちょっと書いてあります
けれども、千葉市がちば社に対して一方的に買い取り請求できるんです。その履行を

しようとしたときに、履行する気は十分あるんですけれども、現行の法律でいきます

と履行したくてもトラブルが発生する危険性があると、それを予防的に防いでおこう

と、こういう配慮を下したということでございます。 
○Ｆ委員 借家契約はそんなに強くないので、そこまでする必要があるかとちょっと

思ったものですから。 
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○前田建設工業 ちょっと補足しますと、改正ＰＦＩ法との関係で、行政財産の上に

合築を認めると、その中でＰＦＩ期間が残った後の借家人の地位、この正当事由をど

ういうふうに行政として判断されるのかというものがペンディングになっている課

題というふうに認識されると思うんですけれども、我々としては、民間からの定期借

家契約でやりますというような提案ではなくて、やりなさいというふうに条件として

当然に示されるべきものだろうというふうに理解しております。 
○Ｆ委員 30年後きれいにするためにという意味ですね。 
○前田建設工業 そのとおりです。 
○Ｆ委員 市としての判断としてということですね。 
○前田建設工業 行政がこういう借家人との関係については条件を付けるべきでし

ょうね。 
○Ｆ委員 定期借家にせよ、そういう趣旨ですか。 
○Ｉ委員 当然そういうことになりますと、千葉市と建物の区分所有をしている前田

建設との契約、これについて今は書いてありませんが、分かっているかもしれません

が、改めて確認の上お聞きしたいんですけれども。 
○前田建設工業 千葉市と前田建設は契約関係にはありません。ＰＦＩ事業の契約と

しては千葉市さんと新しくつくったＳＰＣとの間であくまで契約をしているという

格好でございます。 
 お金の流れとしまして、地代があるんですけれども。地代は前田建設がちば社に支

払って、それが千葉市に行くという流れになってます。この根拠は我々も大分これは

交渉で議論をしたんですけれども、土地の利用権限、１筆の土地ですから、これをど

うやって利用権限を付与するんだという議論がありまして、我々としては区分所有な

ので、できれば借地権の準共有、これが一番素直じゃないかということでお話しした

んですが、契約の考えでいくと、民間の事業者を借地権の準共有で入れるのはおかし

いということで、一旦千葉市とちば社の間で借地権契約を結ぶ。それをさらに、市の

承諾が要るわけですけれども、前田建設に転貸借するという契約スキームになってい

ます。かなり複雑な契約形態です。 
○Ｉ委員 ということは、千葉市とＳＰＣとの間は土地は要するに無償ですよね。 
○前田建設工業 はい、免除ということで無償です。 
○Ｉ委員 その上に有償の契約が乗っていると。 
○前田建設工業 その上というか、下みたいな感じです。 
○Ｉ委員 下というか、要するに構成要素ですな。そういうことってあるんですかね。 
○事務局 確認ですけれども、この資料では公共施設相当分の地代は免除で、収益部

分は有償ですから賃貸借になってますよね。 
○Ｉ委員 ということは、使用貸借が一番ベースにあるわけでしょう。 
○前田建設工業 いえ、賃貸借がということで１筆借りるんです。あくまでも賃貸借
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という位置づけです。 
○Ｉ委員 そうすると、使用貸借契約じゃなくて賃貸借契約が千葉市とＳＰＣの間に

結ばれているということですね。使用貸借じゃないんですな。 
○前田建設工業 使用貸借ではございません。賃貸借です。 
○Ｉ委員 ところが、賃料の計算上、要するにＳＰＣが区分所有している部分に相当

する部分は無償になると。 
○前田建設工業 免除するということです。そういった意味では、区分所有というの

は技術的にはいろいろな契約が増えてきて大変難しいですね。 
○Ｉ委員 その契約の形態でございますが、千葉市とＳＰＣとの間はいわゆる定期借

地権みたいな格好になっているわけですね。そうすると、構成部分であるＳＰＣと前

田建設の間も同じく、要するに期間については定期借地と。 
○前田建設工業 全く同じにしてございます。 
○Ｉ委員 賃料の違いなだけですね。 
○前田建設工業 はい。 
○Ｉ委員 そうしますと、もう一つの質問は、定期借地権を設定するときに、その値

段のつけようというのはケースによっていろいろだろうと思いますが、その権利に相

当する経済的価値、これについてはどういうふうな議論があったのでございましょう

か。要するに、使用貸借であれば別に権利金なんていうのは要らないということにな

るかもしれませんが。 
○前田建設工業 要するに、地代相当の考え方です。 
○Ｉ委員 地代の設定等の関係もあるので、一概には言えないんですけれども。 
○前田建設工業 全体の土地賃借料は千葉市が実施される不動産鑑定に従ってまず

㎡の単価を出します。それで、そこから公共施設部分の面積と民間施設部分の床面積

を面積按分しまして、その民間の部分だけ徴収するということになっております。ま

ず最初に地代相当の単価を出す。そして免除することに関しては経済的利益の授与で

はないというふうに千葉市に契約書の中で宣言していただきました。これは経済的利

益を受益しているものではないと、当初からそれが前提の提案で賃借料をご提案して

いるんだから関係ないのではないかということで、千葉市、事業者とも契約書の中で

それを宣言するということですね。 
○Ｉ委員 それはＳＰＣとの間ですね。私の質問は前田建設部分についてどうですか

ということです。 
○前田建設工業 前田建設に対しては全く千葉市が出された単価と同じ金額です。 
○Ｉ委員 賃料はおっしゃるとおりです。 
○前田建設工業 ですから、権利金なしの地代相当という考え方で出しております。 
○Ｉ委員 すべて賃料なしにしているんですね。 
○前田建設工業 保証金は１年分だけ入れております。１年分だけ保証金を入れて、
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あとは地代相当の家賃という考え方でやっております。 
○西野部会長 この件については後ほど報告として今度通りました法律を説明して

いただく予定でしたが、ちょっと関係がありそうなので、報告をいただけますか。 
○事務局 それでは、資料３をご覧いただきまして、今の前田建設さんのご報告の中

で今回の法律改正の話がございましたので、その部分についてご説明いたします。 
 資料３の第 11条の２の第２項、そして第３項が合築の部分の行政財産の取り扱い
について定めた規定でございますけれども、まず第２項は国で、同じ条項が第５項に

ございまして、これは国、地方と書き分けたものでございます。第２項をベースに少

し説明させていただきますけれども、国は選定事業者が一棟の建物の一部が当該選定

事業に係る公共施設等である当該建物の全部又は一部を所有しようとする場合にお

いて、必要があると認めるときは、国有財産法第 18条第１項の規定にかかわらず、
行政財産である土地を、その用途又は目的を妨げない限度において貸し付けることが

できるということでございまして、当該建物の全部又は一部を所有しようとする場合

においてと書き分けております。この全部といいますのが今まさにご説明を受けてお

りますＢＯＴのケース、一部の場合というのは例えばＢＴＯの上に民間収益施設が乗

っていると、そういったケースが一部ということになるわけですけれども、こういっ

た形で一棟の建物で合築をする場合に、管理者として必要があると認めるときには、

国有財産法の 18条１項、地方自治法の場合は 238条の４の第１項でございますが、
行政財産の処分等の制限ということで、貸し付けが原則禁止されている、この規定に

かかわらず行政財産である土地を貸し付けることができるということになっており

ます。 
 この「用途又は目的を妨げない限度において」というのは、あくまでもこれは民間

収益施設に対する貸し付けでございますので、本来の目的である行政財産の用途、目

的を妨げない限度という規定を入れているわけでございます。 
 次に、３項と６項が同じ趣旨の規定でございますけれども、前項の規定により、例

えば合築のケースで行政財産である土地の貸し付けを受けたもの、これは選定事業者

になるわけでございますけれども、この選定事業者が行政財産の貸し付けを受けると

いう前提として１項、２項にございますように、「選定事業の用に供するため」、あ

るいは「選定事業に係る公共施設等」という限定が付いております。したがって、当

該選定事業の期間が終了いたしまして選定事業者でなくなった場合については、２項

又は３項の規定のみではこの貸し付けを受ける権利といいますか、法的に貸し付けを

受けることができなくなるということでございますが、事業終了後においても合理的

な理由があれば引き続き選定事業者であった者に行政財産を貸し付けることもあり

得るだろうということを想定いたしまして、「終了後においても引き続き所有しよう

とする場合においては」と書いてございますが、「必要があると認めるとき」、これ

は管理者として必要がある場合でございますけれども、この場合も行政財産である土
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地を貸し付けることができるという規定を置いておるわけでございます。 
 以上、この２項、３項、自治体の場合は５項、６項でございますけれども、今回の

ＰＦＩ法の改正で盛り込まれた合築に関する規定でございます。参考までにご説明い

たしました。 
○西野部会長 どうもありがとうございました。 
○Ｂ専門委員 今の合築の規定については明快な一つの前進だとは思うんですが、現

実問題に余剰面積を使って収益施設を併設をしたりとか、合築したりというアイデア

の話というのは随分今までもあちこち出ておりました。その中でよく想定されていま

すのは、収益施設の収益によってＰＦＩ事業を少しでも補てんするとか、そういった

ことに期待されているケースが結構多いと思うんです。それについては民間のいろい

ろなところからいきますとかなり難しいケースが多いにもかかわらず、そういう話が

多いということで、ちょっと今回のこの規定で合築等々がし易くなるのは大いに結構

なんですが、その辺の誤解について多少心配をしています。 
 そういう意味で確認なんですが、千葉市の場合は今回の民間施設部分を付加するこ

とによる千葉市の直接的なメリットというのは地代だけと考えてよろしいんですし

ょうか。 
○前田建設工業 地代と固定資産税、それだけだと思います。 
○Ｂ専門委員 ということは、固定資産税ないしは前田建設さんの事業からの法人税

というのはあるかもしれませんが、そういった間接的なもの以外のメリットというの

は期待されずに、あとは地域の活性化等々ということに手段を変えているというケー

スだということですね。 
○前田建設工業 そうです。 
○Ｈ専門委員 前田建設さんの方ですが、10ページに競争入札はなじまない、本件
の千葉市の場合には公募プロポーザルでやって非常にいろいろ交渉が行われてうま

くいった、大きな成果があったというふうに書いてありますね。決して揚げ足を取る

わけじゃないんですが、ちょっとその関係で教えていたいただきたいんですが。その

前の９ページに事業者側の主張として、この２つをやっておられてどちらか一方が債

務不履行になったときにすべての契約終了というのは合理的でない。この辺について

は実際の交渉の中でこれは解決されたのかというのと、もう一つ 11ページの民間へ
の過度なリスク移転、ここに幾つか書いてありますが、これは千葉市のケースなのか、

また千葉市のケースであればその公募プロポーザルの中の交渉でこれも解決された

のかというのをお伺いしたいんですが。 
○前田建設工業 ２点目をもう一度お願いできますか。 
○Ｈ専門委員 この 11ページの過度なリスク移転で、こういう合理性に欠ける公募
条件が提示されることが少なくない。この上に２つ書いてありますね。これは千葉市

の本件の中にあったのか、またその今おっしゃった公募プロポーザルの交渉の中でこ
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れは解決されたのか、その辺をお伺いしたいんですが。 
○前田建設工業 それでは、まず第１点目のご質問ですけれども、結論を申し上げま

すと、９ページの資料の一番下の行に書いてございますが、当初なかった契約書の条

件で、ここに書いてありますとおり、ＰＦＩ契約の定める債権債務のうち特に問題が

生じていない部分については、可能な限りＰＦＩ契約に沿って継続することという旨

の条項を加えていただくことになりました。そういった意味では、話し合いでうまく

話がまとまったというふうに言えると思います。 
○Ｈ専門委員 この上の方の事業者側の主張のところは一応解決されたと。 
○前田建設工業  100％ではないんですけれども、考え方としては当初の考えより
は改善されたと認識しております。 
○前田建設工業 ２点目の過度なリスク移転ということなんですけれども、この事業

がこうだというふうに事業者側から申し上げるのは非常に難しいんですが、千葉市の

事例でいいますと、我々ＳＰＣが買って千葉市にお貸しして、千葉市がもっぱら使わ

れると、我々はＰＦＩ事業のためにその設備を使わないというものまでを修繕とか更

新とか事業者側が責任持って見積もって入札してくださいという条件規定書になっ

てございました。ただ、公募プロポーザルの場合の条件規定書というのは、ご承知の

とおり大枠を示すもので、当然書き切れないことがあるということで詰めていくわけ

ですから、当然そこにその備品に対する市の使用者責任というものが存在するわけで

す。それは当然後でそういったところの明確化は図られるんだろうということで私ど

もは応募して、先ほどちょっとご説明しましたけれども、この灰皿は何年間にしまし

ょうとか、暗幕は何年間までは千葉市さんの負担にしましょうと。ですから、条件規

定書は別に変えたわけではないんですけれども、過度なリスク移転に条件規定書で読

みようによっては読めるものを交渉によって明確化して妥当なところに落ちつけた

ということはやりました。 
 今問題なのは、それが一般競争入札の契約書案という形でそういったあいまいとい 
うか、読みようによっては過度なリスク移転にとれるようなものが提示されていると、 
我々はそれを後で交渉できる保証が何もないということで、そこのところは非常に問

題だろうというふうに思っております。 
○Ｈ専門委員 それから、先ほど神奈川県のケースであった事業期間全体にわたる契

約保証金がありましたね。これは千葉市の場合はどうなんですか。 
○前田建設工業 千葉市の場合は履行保証保険で特例で対応していただきました。ち

ょっと伊藤忠さんのご説明と違う点は、そもそも履行保証保険の被保険者が千葉の場

合はＳＰＣだということです。今の神奈川のご説明は被保険者そのものを県にしなさ

いということだったんですけれども、被保険者をＳＰＣにして、そこに千葉市さんが

質権設定する形で解決しております。質権設定する対象は建設工事の履行保証保険の

保険金受取請求権と維持管理業務の保険金受取請求権と計量器の定期検査。したがっ
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て千葉市がお支払いになるお金のうち、大規模修繕にかかる部分については完全にそ

ういった履行保証のようなものは考え方としてスポンと抜けてしまいます。ですけれ

ども、それは今契約できないものですから、履行保証保険をつけようがないというこ

とです。将来その維持管理、大規模修繕の請負契約をしたときには、千葉市のオプシ

ョンとしてそこに履行保証保険の付保を求めて質権をとるということが可能なよう

な契約内容になってございます。 
○Ｈ専門委員 その履行保証保険をもうちょっと説明してほしいんですが。その履行

保証保険というのは今おっしゃったように、施設の修繕とか維持管理については完全

にカバーされますよね。 
○前田建設工業 修繕について、大規模修繕に関しては履行保証保険は今の段階では

カバーされておりません。経常的な清掃とか、植栽のお手入れだとか、そういったも

のについてはＳＰＣから、日本管財というビルメンテナンスの業態のところにＳＰＣ

が契約を結ぶ、その契約内容に関する履行保証保険は金銭保証ですけれども、付けて

ございます。ですから、ＳＰＣがランニング中に千葉市からもらうお金というのはそ

れプラス当然その他のお金ももらうんですけれども、大規模修繕に関しては今は担保

されていません。大規模修繕については、その工事を発注するときに千葉市より保険

に入りなさいというオプションとそれに対して保険金に質権設定して千葉市に出さ

ないといけないということが定められております。 
○Ｋ専門委員 ２ページの今回の事業の図式化されたもののところで、銀行団と千葉

市のところでのダイレクト・アグリメントがなされたというふうに書かれているんで

すが、今回の資金調達に関しては前田建設さんは基本的には関与されなかったのかと

いうことをお伺いしたいということと、もし関与されたならばどういう点かと、それ

から関与されてないならばどういう点で関与したかったかとか、関与するということ

に何ら希望は特になかったかとか、そのあたりをお伺いしたいんです。 
○前田建設工業 交渉は当然参加いたしてます。 
○Ｋ専門委員 どのような形、ここでは主な関係ということで千葉市と銀行団とが結

ばれているんですけれども、この場合は千葉市が主体となってその条件交渉などをさ

れたという、その辺の中身をお伺いします。 
○前田建設工業 ＤＡについては、銀行団と千葉市さんが一義的にお話しされること

なんですけれども、ＤＡを文書化するときのタームシート的なものは我々も入ってい

ます。事業権契約をクローズする前に全部終了させておかなければいけませんので、

これは伊藤忠さんからもご説明あったとおりかと思いますけれども、事業権契約が終

了する前にＤＡに関するタームシートレベルの担当者間の合意というのは絶対に必

要でございますので、それは事業権契約の交渉の場に銀行も入れて、例えば支払いの

日数であるとか、あとステップインされるときの口座の指定とか、要するに行政側か

ら支払われるサービス料の口座をどこの口座にするか、またその通知の手順、そうい
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ったものについて事業権契約のときにタームシートレベルではすべて合意をしてい

ただきました。若干残ったものもありましたけれども、これなら事業権契約が締結で

きるということで事業権契約を締結して、その後銀行団と千葉市の間でドラフティン

グをされたわけなんですけれども、そこについては特に我々は関わっておりません。 
○Ｋ専門委員 それから、先ほどの神奈川県の美術館のケースで、政策投資銀行の関

与が最初からは無理だということだったかと思うんですが、今回の前田建設さんのケ

ースで政策投資銀行の関与の仕方というのはかなり最初の段階からかかわっていた

だけたんでしょうか。 
○前田建設工業 これは確か審査委員のメンバーに政策投資銀行の方も入ってまし

たので、我々は決まった後からスタートと、そういうことでございます。 
○Ｃ専門委員 私は前田建設さんのこのスキームは非常に斬新的なスキームとも考

えますし結構なことで一つのモデルになるかもしれません。ただ、オーナーシップス

トラクチャーを明確に分けてますね。それを前田建設さんという与信主体が支えてい

るということで他の主体だったらできないかもしれない。 
 ちょっと気になりましたのは、ご質問ですが、７ページ目、サブリース方式の方が

好ましいとありますが、この場合案件の安定性や与信のあり方は優れてテナントの与

信力、財政力に寄与してしまう。ということは、ビッドの評価のあり方からビッドの

構造が違ってしまうのではないでしょうか。もしこういうものをとるのであればとい

う形で、前田建設さんのこのスキームは非常に斬新で私は結構だと思うんです。一つ

の恐らく将来的なモデルになるでしょうが、果してサブリース方式は公共にとって、

ＳＰＣ以外の主体の与信度を評価しなきゃいけないという意味において、余計なリス

ク分担が出てきてしまう可能性がある。よって、私は今の前田建設さんのスキームの

方がよっぽどいいんじゃないかと思うんですが、どうでしょうか。これが第１点。 
 もう１点は、実は公開されていないんですが、この契約書を何度も見ても私は分か

らないのは、支払規律の設定の仕方です。減額メカニズムというのが採用されていな

がら、公開された契約資料には添付資料が一切付いてない。どういうレベルで前田建

設さんはオーナーとしてどこまでのリスクを取られたのか。要は公共の定めた支払規

律の対象が固定費部分、変動費部分、その他４つのセグメントに分かれますね。どの

くらいのマキシマムリスクをお取りになったんでしょうか。 
○前田建設工業 ７ページの方に共同ビル事業方式とサブリース方式というのを示

してございます。先ほど事務局の方からご説明ありましたＰＦＩ法の改正を使うと、

ＢＯＴの場合全部所有して、一部は公共施設、一部は民間施設ということですので、

その民間施設部分のリスク移転をするためには、これはサブリース方式しか使えない

わけですね。区分所有方式というのは今回のＰＦＩ法の改正で行政財産の上で少なく

ともやることはできないということになってございます。 
 ですから、サブリースもいいんじゃないかということでいろいろ検討してみたんで
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すけれども、サブリース方式の場合、まさにＣ専門委員のおっしゃるとおり、テナン

ト次第というところがありますので、公募条件のときにどういった建設協力金を徴収

して、どういった償還条件で返すんでしょうかというところを逆に公募のときに明確

にされた方が行政側としてはいいのではないか。要するに、民間事業施設を合築で整

備する資金に 20億円かかると、それであれば 20億円テナントから頭金で入れさせ
なさいというようなことを行政が端的におっしゃればいいわけですね。我々もその方

がテナントへの交渉が面倒ではなくなっていいんですけれども。それでテナントが来

るかどうかは別ですけれども、テナントが来なければやはりこういう形でどこかがリ

スクを飲み込んで、その条件でサブリースして、さらにテナントに転貸するという形

でしか行政を守り得ることができないわけですね。ですから、サブリースにしても区

分所有にしてもどこかが腹をくくって行政の防波堤にならないとリスクは及んでく

るということは言える。千葉市の事例が悪いというわけじゃなくて、これだけ事例が

蓄積されてきたわけですから、リスク分離のやり方を民間がこのぐらいでいいのかな

というふうに提案するのではなくて、行政の方で十分勉強されてやり方を統一して、

その上で競争させるといったことをしていただきたいというふうに実務的な観点か

らは申し上げたいと思います。 
 ２点目の期日の設定の仕方ですけれども、ちょっと細かい話になりますが、減額の

プロセスについてはまず大きく２段階に分かれてございまして、１段階目は金融機関

への元利返済キャッシュフローに食い込まないところで止まるようになっておりま

す。問題の発生から１カ月ぐらいの間に１回目の減額が決定してしまうんですけれど

も、そのときには金融機関にお支払いをする元利返済キャッシュフローには食い込ま

ないということになっております。 
 ２回目以降やりますときには、金融機関も入れての協議の場も設定してございまし

て、その後２回目の減額が金融機関も入れて決まった場合には、元利返済キャッシュ

フローにも食い込むし、そのときには金融機関がステップインライトの手続に入って

いるというようなイメージができるように、ここは完全に金融機関と千葉市さんと

我々の３者で徹底的に詰めて、金融機関さんも飲めると、ファイナンスが確実に付く

というような条件で千葉市さんと契約させていただきました。 
○Ｃ専門委員 いわゆる減額ポイントの対象というのは明確に定義せしめて、それを

一定の累積ポイントになったときに初めて取り返せるような形で実的規律が設定さ

れる。その対象は恐らく変動部分で固定費には影響しないと、こういう了解でよろし

ゅうございますか。 
○前田建設工業 固定費には残念ながら影響します。ただ、今申し上げましたように、

１回目は変動費までで、２回目以降は固定費にも及ぶということになってございます。

ポイントは蓄積タイプではなくて、日数に諸室別の重要度を掛け合わせて、それから

業務影響度を掛け合わせて出すという算式でございます。 
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○Ｇ専門委員 先ほど事業計画終了時点での有償、無償譲渡の時のお話で、４割ぐら

いのものを言わば事業者として出されているというようなお話をちらっとされたと

思うんですけれども、その水準自身は通常のいわゆるＰＦＩ事業として非常に比率が

高いんだと思うんですけれども、これはある意味ではこの千葉市の事業、あるいはこ

れが前田建設さんだからできたという部分があるのか、裏返して言うと、もしそれが

一般化するとなると、なかなかＰＦＩ事業というのは推進しにくいんだと思うんです

けれども、その辺はこの有償、無償以外にも何かいろいろなファクターがあるのでご

ざいますか。 
○前田建設工業 一番の問題は有償譲渡にございまして、有償譲渡ということはそこ

までキャッシュがいただけないわけですから、そこの部分を金融機関からお金を借り

てくることはできないわけですね。10の施設で４償却損が残ると、借りても最大６
までしかお金を借りてくることができないということで、それだけではなくて、さら

にその中から千葉市のバリューフォーマネーを少しでも良くしないと我々は当選で

きないわけですので、償却損だけの問題ではなくて、法人税その他のもろもろの値も

試算で何回も走らせて、千葉市の法人税が一番少なくなって、我々も何とか役員会で

怒られないで済むような利回りを模索したところ、４割は出さなきゃいけないと。今

回は事業規模が小さかったからよろしいですけれども、まさに先生おっしゃるように、

これは事業規模が大きいもので４割も出していると大変なことになるなというふう

に思います。 
○Ｌ専門委員 公共性と採算性のバランスをとるというのがＰＦＩ事業の非常に難

しいところだと思うんですけれども、その意味で前田建設さんの件は採算性という課

題をかなり克服したプロジェクトだと思います。一方で公共性というのがあるんです

が、その公共性の側面というのもいろいろあると思います。事業そのものが公共だと

言ってしまえばそれまでなんですけれども、納税者の意向というものが反映されてい

るというのも公共性の一つの側面だと思うんですね。 
 それで、10ページの前田建設さんの資料に実施方針のブラッシュアップのところ
で、ＰＦＩ法の最もよいところは納税者や民間事業者との対話のプロセスというふう

に書いてあります。それで、民間事業者との対話というのは公募型プロポーザル方式

とか、その後の交渉のプロセスでかなり達成されているとは思うんですけれども、納

税者の意向というのを事業に反映するような工夫というのはこの場合あったのでし

ょうか。 
○前田建設工業  まず、ＰＦＩ法に定められています実施方針公表のときに千葉市
の方で市民の方にも広く公開して意見調整をされたということが１点。 
  それから、事業の公募期間に入りますとそういうことはありませんが、我々が選
定された後に、我々は一部に市民の方に外装のイメージなんかも選んでもらえるよう

な提案をしたものですから、それを千葉市の施設をお借りして、外装のイメージとか
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タイルとかをお示しして、そういったところで主に近隣の住民の方になりますけれど

も、ご意見を取り入れて設計させていただいているというところが１点。 
 それから、もう一つはこれは千葉市が行われたことなんですけれども、施設の愛称

の募集とか、そういった形で、あと全ての公募手続においてもすぐにタイムリーに資

料をインターネットで公表されるとか、相当ディスクロージャーとか、そういった面

には配慮されていたのではないかなという感想がございます。 
○Ｄ委員 ３ページの上の方から（２）の１の事業者の選定、ここで外部専門家のみ

による独立した審査委員会というものが事業者を選定したというふうに読めるんで

すけれども、これは公共は責任を逃げたという意味ですか。というのは、公開コンペ

というのは建設費の中の恐らく５％とかそのぐらいですし、非常にはそれは大きなイ

ンパクトを与える要因ですからいいんですけれども、入札みたいなものの結果を総合

評価するときに、最終責任は私は発注者にある、つまり公共にあると思うものですか

ら、私はいろいろなときに外部専門家はそれぞれこれがいいとかこれが悪いとか、個

人ベースで提案をして、それを受け取った発注者側の官側がそれを総合的に評価をし

て発注をするというのが公共事業として自然のような気がしていたものですから、こ

う書かれてしまうと非常に妙な気がしているんですけれども。 
○前田建設工業  まずこの独立した委員会をつくっても、あくまでも千葉市長が決
裁します。あくまでも発注者である千葉市が決めたという最終的な結論に至っている

というふうに私もそこの部分は気にしたので聞いておりました。 
 ここに書かせていただいたのは、のみがいいというわけではなくて、例えばＷＴＯ

との関係を考えたときに、要するに発注者から独立した審査委員会で審査するタイプ

のものが規定されてございます。そういったところまで見据えてやられたのかなとち

ょっと深読みしてご紹介申し上げました。 
○Ｄ委員 小さな自治体になりますと、独立した推薦者がきちっとした推薦を書いて

も、それを評価する能力があるかというのもまた別の問題で起こってくるかなという

気はしているんですけれども、形式的ではなしに、実質的には推薦をきちっとしまし

て、判断をできるだけの材料を出して、そして決める方がいいのかなと思っているも

のですから。 
 その次に５ページなんですが、これは非常にいいと思いながらも、ここまで必要か

なというのがこの（２）ですが、施設計画で更新性と耐久性に優れた、いわゆる 10
0年建築の考え方と、ＰＦＩでやりますと 30年間のライフサイクルコストがベスト
という考え方がある。しかし箱物が大きいような案件ですと、箱物によりますけれど

も、これは 100年というのはむしろ仕様書の性能発注の中に 100年間のライフサイ
クルコストがミニマムになるような箱物をつくりなさいと、評価もそれでしますと、

ただし 30年間持てば 30年間の期間でというダブルクライテリアになるのかなと。
片方は箱物の性能設計ですから比較的楽で、ここでＶＦＭへの追求とまで書いてしま
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う必要もないのかなと思ったり私の考えをさらにもっと進めなきゃいけないのかな

と思ったりするんですが、いかがですか。 
○前田建設工業 おっしゃるとおりだと思います。ただ、提案する立場としましては、

事業期間が終わった後想定されない、何になるか分からないわけですけれども、それ

に対して今の技術で対応できるものは基本的には盛り込んでおきたいと。具体的に言

いますと、この場合は梁貫通を一切止めたんですね。だれにでも配管が壊れたらすぐ

に取りかえられるよと、そういったのも含めてそういう姿勢をちょっと示したかった

ということでございます。 
○Ｄ委員 それから、先ほどちょっと話題になりましたＰＦＩ事業が終わってからの

話、これは今始まったばかりで余り議論されているのがないので、見たという意味で

は私は初めて見たんですが、千葉市とこれは議論されたんでしょうか。通常はＰＦＩ

が終わった後、修繕が要るかどうかは別としまして、トランスファーされているもの

ですから、リハビリテートアンドオペレートというのを再度公募で運営した方いいの

ではないかと。もともとそうい運営をされているので、そのときにもちろん前の事業

者が有利な条件にあるので、入札をした結果、採用されるのも自然だろうと思うんで

すが、むしろその方がいいかなと思っておりまして、ＰＦＩ終了後リハビリテートア

ンドオペレートというのをやったらどうですかと、こういことをずっと講習会などで

言ってきたものですから、こう書かれてしまうと、そういうのが多少引っ掛かるので、

どうですか。特に問題が生じない部分については可能な限りＰＦＩ契約に沿って継続

することをＰＦＩ契約に逆に明記するというのはそれは抵触しないんですか、まず事

務方にお伺いしたいです。 
○Ｅ委員 これは先生、誤解があって、ＢＯＴといったときに、仮に民間事業者側の

債務不履行があったときに、全部解除しか選択権がないのか、一部解除でいけるのか

という問題があるんです。法律をそのまま理解すれば、一方当事者に資本投資を要請

するような形の事業においては、資本回収の合理的な期待がありますから原則は一部

解除しかあり得ないはずなんですね。その問題と事業者がここで書いておられるよう

に２つ分かれることの調整の難しさ、千葉市のこのケースですと、１棟のビルですか

ら大きな影響は出ないなと。ところが非常に複合的な、だから今先生が言っておられ

る都市の再開発の大きなプロジェクトでプロモーターが複数に分かれる、これは事実

上不可能なわけです。そうすると、その場合には牽斂性を持たせてバンと消してしま

うと、その費用の分担の問題はまた別に考える必要があると、そういう論点なんです。

だから、これはそういう意味では先生おっしゃった 30年の問題とは別の問題です。 
○Ｉ委員 先ほどＤＡの問題がありまして、これは前田建設さんと伊藤忠さんにちょ

っと本音のところをお伺いしたいんですが、今ある検討は当然ＳＰＣ、あるいは事業

を行う立場、そうするとＤＡでステップインライトというと、どちらかというとまな

板の鯉の立場ですから、言いたいこともありますし、おっしゃっている部分もありま
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すが、直接言いにくいところもあるんだろうと思います。 
 私の質問はむしろそうじゃなくて逆の立場です。逆といいますと、ステップインラ

イトが行使されて事業承継が決まった。そうすると、今当事者じゃなくて改めてその

事業に乗り出して承継事業者になるということを想定したときに、何を一番希望され

る、どういうところが一番確保されないと嫌だと、その辺のお考え、逆の立場で見て

みますとよくお分かりになると思いますので、そういう考えがあったらお聞かせ願い

たいんですが。 
○前田建設工業 それは今我々がやっている事業で我々がステップインライトされ

てさらにもう１回行くということではなくて、よくそこら辺にあるＰＦＩ事業に我々

が新たに行くということですか。 
○Ｉ委員 そこでスワップされてもいいですけれどもね。 
○前田建設工業 一遍我々がだめになったものにもう１回ですか。 
○Ｉ委員 他の事業者が破綻なり、あるいは業務上債務不履行の事態に陥ったときに、

その事業を承継しようかと、承継したいと考えるときに何が条件として確保されなき

ゃいけないか。何を希望されるか。そういう意味です。 
○前田建設工業 少なくともプロジェクト資産のセキュリティーと望むＩＲＲ、それ

が確保されていれば十分参画できると思います。 
○Ｅ委員 恐らく制度論とかも絡んでくるんですけれども、先ほどの株式譲渡の問題

で、地方自治体の方から非常に心配されるのは、せっかく非常に面倒な手続で選んで

おきながら、要は株式譲渡によって実態を変えるんですかという議論は絶対出てくる

んです。そこをどうしようかと。 
 ダイレクト・アグリーメントの問題でいうならば、これは明らかにエクイティテイ

カーからデッドホルダーに対するレジデュアルコントロールの移転の契約のはずな

んです。その問題と銀行にモニタリングを委ねているというところが輻輳して入って

きますので、非常に分かりにくい規約になっているんですが、ここのところは分かる

はずなんです。 
 それで、この問題なんですが、新たに事業者として銀行から呼ばれて事業承継をし

ますというときに、同じ法人格に乗る可能性はまずないんです。そこで倒産法を非常

に楽に使おうと思えば、会社を１回破産させた方が債権の償却も簡単にできますから

非常に楽なんです。ということは、新しい受け皿会社を設けて、そこに契約等々を意

見していくと、それができるんでしょうかと。これはちょっと局面が違いますけれど

も、先ほどと同じような問題が残っているので、非常に難しいと思います。ですから、

古い箱に入れと言われると、これはちょっと私が民間事業者側の法律顧問であればや

めましょうと、筋が悪いですよと申し上げると思います。 
○Ｉ委員 まさに倒産のケースで、破産なりあるいは法的整理なりをやってもらった

方が話が早いということは事実でございます。そういうときに、民民の契約関係でス
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テップインライトを規定したときに、新たに入ってくると余計なリスクを負ってしま

うのではないか、そういう心配があるのではないかと思って実は聞いておったんです

が、ＤＡでやりましょうというのが本当はできればいいんですけれども、当事者とし

てみれば非常に難しい問題があるのではないかというふうに見ているんですけれど

も、その辺の具体的なところをもうちょっとご意見があればということです。 
○西野部会長 それでは最後に事務局からどうぞ。 
○事務局 それでは、最後に事務局から何点かご質問させていただきます。 
  １点目が今後の要望のところについて特にご質問したいんですけれども、10ペー
ジの①の契約交渉の導入のところで公募型プロポーザルの話を書いてありますが、一

般競争と同等以上に公正な提案コンペという表現があるんですけれども、これは何か

今回の件で工夫された、あるいは同等以上であることが何か担保される措置のような

ものがあったのか、教えていただければというのがまず第１点目です。 
 それと、第２点目が次の 11ページの一番最後、公物管理の管理権限の規定のお話
がございまして、例として地下駐車場の話が出ておりますけれども、公物管理の話は

事前に伊藤忠さんと議論させていただいたときに、なかなかそこまでのリスクを民間

が取るのは難しいというようなご意見をお持ちだったんですけれども、この地下駐車

場を例に出した、この背景、理由みたいなものを少しお聞かせいただければと思いま

す。 
 あともう１点は今の話の流れにも関係するんですが、破綻時の措置についていろい

ろご検討されたと思うんですけれども、特に合築の場合、民間収益部分の扱い、それ

が一番ポイントになるんではなかろうかと。１つはステップインの場合と、もう一つ

はそれがかなわなかった場合、最終的には行政が引き取らざるを得ないという選択に

なると。その場合、民間収益施設の取り扱いが実務的には宙に浮いてしまう。その場

合について何か工夫されたとか、あるいは検討されたことがあればお聞かせいただけ

ればと思います。 
○前田建設工業 １点目の 10ページの①の公募型プロポーザル以上だったというよ
うな千葉市の実施方法への評価というのは、先ほどちょっと議論の対象になりました

けれども、決める段階は発注者なんですが、少なくとも選ぶ段階においては審査委員

会が発注者から独立していたというのは、これはいわゆる公開コンペの考え方、公募

型プロポーザルというのは基本的には発注者が選ぶというのが原則でございます。そ

れに対する公開コンペの考え方、そういったものは発注者から独立した審査機関が評

価すると。選ぶのは当然発注者なわけなんですけれども、そういったところの考え方

を狙われたのかなという意味において同等以上という表現を使わせていただきまし

た。 
 それから、２点目の公物管理との問題でございますけれども、これはいわゆる公物

管理権そのものを民間にというのは、確かに我々も例えば我々が道路管理者として全
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般的な事業をやるとか、そういったことを考えているわけではございません。一部有

料道路事業なんかの場合はそういったことも視野に入れないといけないんでしょう

けれども、ちょっと今はまだ時期尚早なのかなというイメージでおります。 
 地下駐車場のイメージとしては、ＰＦＩ法でせっかく行政財産が貸し付けできると

いうことになっている。ただし、一方でその道路の地下を貸し付けることが今の道路

法では当然これはできないということになっておりますので、そういったところにつ

いて今回の改正の趣旨に沿った形でのまず第一段階の見直しをいただいてはいかが

でしょうかというご提案でございます。その先の話として、全般、包括的な公物管理

の管理権限も民間に開放するというようなところも見ていただければというふうに

思います。 
 それから、３点目、破綻時につきましては、我々は千葉市さんの方に民間事業施設

の所有者、それから公共施設の所有者、それから千葉市さんを入れて３者契約でやり

ましょうという提案だったんですけれども、どうしてもやはり当初公募条件に書いて

なかったものですから３者契約でやればものすごくスマートにそこが解決するんで

すけれども、他の応募者の方から見られると、問題があるのではということで、ＳＰ

Ｃとの２者契約にさらに転貸借契約で規定するということで。私どもの方からも、公

共複合施設は千葉市の仮登記を他者が買わないように入れるんですけれども、民間施

設も入れましょうとか、こちらからどんどん提案させていただいて、少なくとも全く

の第三者が民間事業施設を取ってしまうというようなことにはならないようには十

分注意しましたけれども、若干一部漏れもございます。 
○西野部会長 きょうはそれそろそろ時間になったんですが、非常に率直な意見を聞

かせていただきましたし、多分聞く方の方も聞きたいことは大体お聞きしたいことは

お聞きいたしまして、大変有益であったと思います。この意味で事務局にもお礼を申

し上げまして、ぜひ今後ともこのような形でいろいろな情報が入り、また意見交換が

できればと思っております。 
 お忙しい中をこの暮れの最中に３時間お付き合いいただきまして、大変感謝をして

おります。ありがとうございました。 
 それでは、まだ少し事務的な報告がございます。よろしくお願いします。 
○事務局 それでは、先ほど一部ご説明申し上げましたけれども、ＰＦＩ法の改正に

つきまして若干ご報告もかねてご説明したいと思います。 
  ＰＦＩ法につきましては、前回の合同部会で内容についてはおおむねご説明申し
上げたんですけれども、先般の 12月５日の参議院本会議において可決成立をいたし
ました。公布につきましては今週の 12日に公布即施行という形で予定をされており
ます。 
 以上、ご報告でございます。 
  それで、本日条文もお配りしてありますけれども、資料の４に新旧対照表がござ
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います。ごくごく簡単に内容を少し条文に沿ってご説明させていただきたいと思いま

す。 
  まず、第２条から書いてございますけれども、これは前回ご説明いたしましたが、
公共施設等の管理者等については今まで国の管理者については大臣という規定だっ

たわけです。これに立法府、司法府、そして独立の機関である会計検査院を加える形、

この「各省各庁の長」という用語は一般的に財政法、あるいは国有財産法でも使われ

ている用語でございますけれども、これは衆議院議長、参議院議長、最高裁判所長官、

会計検査院長及び大臣ということで PFI法上の管理者の範囲を広げたという改正が
第１点でございます。 
 第４条につきましては、こういった形で国の管理者の対象が広がったことに合わせ

て、基本方針の協議先、送付先について、今までの「関係行政機関の長」をさらに対

象を広げて、「各省各庁の長」という形になっております。 
 次の第 11条の２が行政財産の貸し付けに係る部分でございますけれども。合築の
部分については先ほどのご説明のとおりでございます。 
 １項、３項が一般的な行政財産の貸し付けの取り扱いについてでございます。これ

は従来でありますと普通財産への転用でありますとか、あるいは公法上の行政処分で

あります使用許可というような形で実施されていたものでございますけれども、これ

につきましても、管理者として必要があると認めるときには、行政財産を選定事業者

に貸し付けることができるとするということでございます。 
 次のページをめくっていただきまして、２項、３項は先ほど説明した合築でござい

ます。４項が今ほど説明した行政財産の貸し付けについて、地方公共団体を書き分け

て規定しているところでございます。５項、６項は先ほどご説明いたしました地方公

共団体の合築の部分でございます。 
 第７項につきましては、民法の 604条の規定、そして借地借家法の３条、４条の
規定を適用しないということでございますけれども、これは年限を定めた規定でござ

いまして、ＰＦＩをよりやりやすくするという観点から、貸付の権利関係については

借地借家法適用になるわけですけれども、年限については自由に設定できるような形

にしたということでございます。 
 それで、最後の第８項でございますけれども、これは国有財産法と地方自治法、そ

れぞれの準用規定でございまして、例えば貸し付けの期間でございますとか、あるい

は貸付契約の解除に関する規定、あるいは解除した場合の損失の補償に関する規定

等々の規定、これは普通財産の貸し付けの場合に定められている規定でございまして、

それを準用したもの。行政財産の貸し付け、今回の改正の部分についても準用しよう

ということで置いた規定でございます。 
 その他第 12条、第 16条についてはこうした改正に伴う規定の文言の整理という
ことでございます。 
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 以上、法律の改正のご説明につきましては以上でございます。 
○西野部会長 どうもありがとうございました。何かこの法の改正についてご質問が

ございますでしょうか。 
  特にございませんか、よろしいですか。 
 それでは、これで終わりにしたいと思いますが、今後のスケジュールをちょっとお

願いいたします。 
○事務局  次回につきましては再度ご連絡させていただきたいと思いますけれども、
地方公共団体の方からのヒアリングを行うこととしたいというふうに考えてござい

ます。前回、少し時間が足りなくて消化不良だった部分もあるかと思いますので、再

度地方公共団体の方からのヒアリングということで、対象者につきましては部会長と

ご相談させていただいて後日報告させていただきたいと思います。 
 日程につきましては、再度調整のご連絡を差し上げたいと思っておりますけれども、

年明けの１月中下旬を目途に進めたいと思っております。よろしくお願いいたします。 
○西野部会長 それでは、以上できょうの議事を終了したいと思います。どうも長い

間ありがとうございました。                         

                                      

                                  以  上 


